南砺市

次世代育成支援行動計画

【後　期】

平成２２年３月

富山県　南砺市

は　じ　め　に

近年、少子化や核家族化に伴い、子育ての孤立化が進み、育児不安や育児ストレスによる児童虐待の増加等、家庭における子どもの養育機能の低下が指摘されています。
このことは都市部に限らず、過疎地域においても三世代同居の減少や祖父母と孫との交流も希薄化してきています。一方、生産年齢人口の減少に伴う労働力不足も大きな社会的課題であり、国の新待機児童ゼロ作戦では、今後10年間で保育所定員を現在の約200万人から100万人増加させ、特に０歳から２歳児の定員を当該年齢の児童数の現在約20％から38％に引き上げることとしています。これは、女性労働への大きな期待であると思われます。

このようななかですが、子どもを大切にする社会をつくりたいと考えます。子どもは地域の宝であり、未来からの贈りものです。子どもの笑顔があふれる社会は、個人の希望や夢を大切にする社会です。だからこそ社会全体で子どもと子育てを応援していく必要があります。子どもにとって安全で安心な社会は、すべての人々にとっても安全で安心な社会なのです。

このたび、次世代育成支援行動計画の理念であります「子どもたちの明るい未来をともに築き、子育ての喜びや夢を分かちあうまちづくり」を目指して、後期行動計画を策定いたしました。この計画を実効性のあるものとするためには、市単独の力だけでは限界があり、市民と行政の協働により、施策を推進していく必要があります。企業や市民一人ひとりの理解と協力を得るためにも、本計画の趣旨や理念、施策の内容等の周知を図り、次の世代を担う子どもたちが健やかに育ち、未来に向かって大きく羽ばたくことができる南砺市を目指してまいります。

終わりに、この次世代育成支援後期行動計画の策定にご尽力いただきました地域協議会委員の皆様をはじめ、貴重なご意見やご提言をいただきました多くの皆様に心から感謝申し上げます。

平成22年３月

南砺市長　田　中　幹　夫
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第１章　行動計画の背景・趣旨
１．計画策定の背景
（１）少子化の動向

厚生労働省の人口動態統計によると、わが国の平成20年の合計特殊出生率（女性が一生の間に産むと考えられる子どもの数）は、前年の1.34を0.03ポイント上回る1.37となり、３年連続上昇しています。

また、平成20年の出生数は、109万1,156人と前年比1,338人増で２年ぶりに増加しています。

しかし、うるう年で１日多かったことと、出産期（15～49歳）の女性が前年より22万5,000人も減少したことから、出生率が上向いたとされ、実質的には出生数自体は横ばいで、少子化傾向は変わらないとされています。

さらに、出産期の女性は今後も減少傾向が続くと予想され、晩婚・晩産化も進行していることに加え、経済危機に伴う雇用情勢の悪化で、出産を控える女性が増えるとみられており、引き続き少子化対策の強化が必要とされています。
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次に、婚姻についてみると、平成20年の婚姻件数は、72万6,106組（対前年比6,284組増）となっています。

婚姻率（人口千対）は5.8で前年の5.7から0.1ポイント上回っています。

また、平均初婚年齢は、平成20年で、夫が30.2歳（前年は30.1歳）、妻が28.5歳（同28.3歳）と上昇傾向を続けており、晩婚化が進行しているとともに、出生したときの母親の平均年齢は、第１子が29.5歳（同29.4歳）と、晩産化も進行しています。高年齢になると、出産を控える傾向があることから、晩婚化や晩産化は少子化の原因となっています。
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（２）少子化対策をめぐる最近の議論

◆　2008（平成20）年７月に「５つの安心プラン」がとりまとめられ、少子化対策に関しては、国民の結婚・出産・子育てについての「希望」と「現実」との乖離を解消し、未来を担う子どもたちを守り育てる社会を実現するための「保育サービス等の子育てを支える社会的基盤の整備等」と「仕事と生活の調和の実現」についての施策が盛り込まれています。

◆　2008（平成20）年11月に「社会保障国民会議」の最終報告がとりまとめられ、①未来への投資としての少子化対策、②仕事と生活の調和の推進、③子育て支援サービスの充実、④地域における子育て環境の整備、⑤少子化対策に対する思い切った財源投入と新たな制度体系の構築の５つの視点から課題を整理しています。
◆　2008（平成20）年12月に、「持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた「中期プログラム」」が策定され、国民の安心強化と持続可能で質の高い「中福祉」の実現に向けて、年金、医療及び介護の社会保障給付や少子化対策について、基礎年金の最低保障機能の強化、医療・介護の体制の充実、子育て支援の給付・サービスの強化などといった機能の強化と効率化を図るとされています。

◆　2009（平成21）年３月に、「児童福祉法施行規則」及び「次世代育成支援対策推進法施行規則」の一部が改正され、一般事業主行動計画の公表と従業員への周知について、301人以上の企業は平成21年４月１日以降義務となり、101以上300人以下の企業は平成23年４月１日以降義務、100人以下の企業は平成21年４月１日以降努力義務となっています。
■少子化対策の経緯
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（３）計画に盛り込むべき内容

①　従来からの指針
次世代育成支援対策を総合的に、かつ、きめ細かく行えるよう、子どもと子育て家庭への支援に関連する施策及び事業を体系的に盛り込むことが必要とされ、以下の７項目が挙げられています。

[image: image8.emf]婚姻件数及び婚姻率の年次推移
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②　後期行動計画における新たな対策の方向性
後期行動計画においては、「基本的な視点」として下記の８つに加えて、新たに「仕事と生活の調和実現の視点」という項目が付加されているほか、「⑤すべての子どもと家庭への支援の視点」において下記の記述が付加されており、本市の後期行動計画においてもこれらを踏まえる必要があります。

[image: image9.png]



（４）後期行動計画における新たな対策の方向性

後期行動計画においては、行動計画策定指針に加え、新たに「仕事と生活の調和の実現」と「包括的な次世代育成支援の枠組みの構築」を車の両輪とした新たな対策が求められています。

①　仕事と生活の調和の実現

平成19年12月に、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「仕事と生活の調和のための行動指針」が策定されました。

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」では、目指すべき社会の姿として、以下のような提言がなされています。
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[image: image11.emf]子育てをする上で、地域全体に望むこと（複数回答）
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②　包括的な次世代育成支援の枠組みの構築

今後の人口構造の変化に対応して、仕事と生活の調和を推進し、かつ、結婚や出産・子育てを支えるべく、早急かつ戦略的な対応を図るために、次の３つの考え方で、給付・サービスを再構築するとともに、全国のどの地域でも体系的に整備され、すべての子どもや子育て家庭に普遍的に提供される枠組みを構築するとされています。

[image: image12.emf]15歳未満の子どもの数の推移
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２．計画策定の趣旨

南砺市では、「南砺市次世代育成支援行動計画（前期：平成17～21年度）」を策定し、計画で掲げたさまざまな施策や事業を推進し、子育て環境づくりの推進に努めてきました。

このたび、前期行動計画が平成21年度で終了することから、今回、必要な見直しを行い、平成22年度から5年間の後期行動計画（平成22～26年度）を策定することとなりました。見直しに当たっては、前期行動計画について評価・検証し、国の示す「行動計画策定指針」に基づくとともに、本市をめぐる社会情勢や住民ニーズ、総合計画等との整合性を踏まえた計画を策定し、より一層の対策を推進するものとします。

また、本計画は、母子保健計画の国民運動計画として展開している「健やか親子21」の母子保健に関わる内容も包含しており、次代を担う子どもとすべての子育て家庭の支援、並びに親と子が健やかに暮らせるまちづくりを推進する指針となるものです。

[image: image13.emf]産業別就業者率の推移

 

8.2%

 

6.2%

 

7.0%

 

47.2%

 

45.2%

 

41.3%

44.6%

48.6%

51.7%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

平成7年 12年 17年

第１次 第２次 第３次


３．計画の期間

本計画は、平成17年度からの５年間を第１期とし（前期計画）、前期計画の見直しを平成21年度に行った上で、平成22年度からの５年間の後期計画を定めることとしています。
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保育園や幼稚園の園庭等の開放（遊び場の提供）

一時保育を充実してほしい

誰でも気軽に利用できるNPO等による保育

サービスがほしい

多子世帯の優先入居や広い部屋の割り当てなど、

住宅面の配慮がほしい

保育園を増やしてほしい

幼稚園を増やしてほしい

その他

無回答


４．計画の位置づけ 

「南砺市次世代育成支援行動計画」は、次世代育成支援対策推進法第８条（平成15年７月制定）に基づく南砺市次世代育成支援行動計画と位置づけ、すべての子どもの家庭を対象として、南砺市が今後進めていくべき子育て支援施策の方向性や目標を総合的に定めるものです。

行動計画では、国が示す基本理念にのっとり、「地域における子育て支援」、「親子の健康の確保」、「教育環境の整備」、「子育て家庭に適した居住環境の確保」、「仕事と家庭の両立」など、さまざまな面から子どもと子育て家庭への支援に関連する総合的な取組みを推進する施策や事業を検討します。

（１）計画策定の義務付け

「次世代育成支援地域行動計画」は、少子化の流れを変えるために集中的・計画的な取組みを促進することを目的とする10年間の時限立法である「次世代育成支援対策推進法」によって、地方公共団体に策定が義務付けられた計画です。

（２）上位・関連計画と整合のとれた行動計画

本計画は、国の「次世代育成支援対策推進法」や県の「未来とやま子育てプラン」「子育て支援条例」等の内容を踏まえるとともに、上位計画である「南砺市総合計画」や関連計画との整合性を図りながら、今後の本市の次世代育成に関する施策を推進するためのものです。

（３）具体的な定量的目標の設定と事後評価の必要性

計画期間は５年（５年ごとの見直し）であり、この間に達成すべき目標事業量、施策目標など具体的な定量的目標の設定が必要とされており、その達成状況の検証などの事後評価（政策評価）とその結果の公表が求められています。

第２章　子どもと家庭を取り巻く現状
１．人口・世帯数の状況
（１）総人口の推移

本市の住民基本台帳による総人口の過去10年間の推移を見ると、4,879人の減少となっており年々減少傾向にあります。

[image: image15.wmf][image: image16.wmf]
（２）世帯数の推移

世帯数の過去５年間の推移を見ると、227世帯の増加となっており、やや増加傾向にあります。しかし、1世帯当たり人員を見ると、0.18人の減少となっており、減少傾向にあります。
[image: image17.wmf][image: image18.wmf][image: image19.wmf]
（３）婚姻動向

平成20年の婚姻件数は211件、離婚件数は64件で、人口千人に対する割合は、婚姻率は3.7％で、この２・３年のなかでは最も低くなっています。

また、離婚率は1.13％となっており、前年よりも0.23％増加しています。

[image: image20.emf]保育園児数の推移
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[image: image21.emf]幼稚園在園者、小学校児童、中学校生徒数の推移
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[image: image22.emf]妊婦健診の受診

 

仕事を休んで受けた,

33.3

 

仕事を休まずに受けた

50.0

 

受けなかった, 4.2

 

受けた

11.5

無回答

 1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%


（４）出生動向

[image: image23.emf]妊婦健診の受診回数
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出生数の過去５年間の推移を見ると、21人の増加、出生率も0.5％の増加となっており、年々わずかながら増加傾向にあります。

[image: image24.emf]女性就業者数と就業率の推移
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[image: image25.emf]出生数と出生率の推移
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[image: image26.emf]離婚件数、離婚率の推移
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（５）15歳未満の子どもの数の推移

子どもの数の過去５年間の推移を見ると、477人の減少、総人口に占める割合も0.3％の減少となっており、減少傾向にあります。
[image: image27.emf]婚姻件数、婚姻率の推移
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（６）高齢化率の推移

高齢化率の過去５年間の推移を見ると、65歳以上の人口は、667人の増加、高齢化率は30.2％となっており、増加傾向にあります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．就業構造
（１）就業の状況

産業別就業者率の過去10年間の推移を見ると、第３次産業が7.1％の増加となっており、一方、第２次産業が減少傾向にあります。

（２）女性の就業状況
平成17年現在の本市の女性就業率は81.9％となっており、平成２年以降の推移をみると、就業率は増加傾向にあります。



３．子育て支援環境
（１）保育園児数の推移

平成20年の保育園児数は、1,524人となっています。減少傾向となっていますが、なかでも０歳児が19年に半数に減少しています。


（２）幼稚園在園者、小学校児童、中学校生徒数の推移

平成20年５月１日現在、本市には幼稚園が３園、小学校が12校、中学校が９校あり、幼稚園在園者、小学校児童、中学校生徒数、学級数ともに減少しています。



（３）子育て支援環境

①　保育園と保育サービスの状況

現在、南砺市においては公立28か所、私立１か所、合計29か所の保育所が設置されています。乳児保育、延長保育、一時預かり、土曜日一日保育などの保育サービスがあります。

保育園の設置状況（平成21年4月1日現在）

	区分
	名　称
	定員
	所在地
	乳児

保育
	延長

保育
	一時

預かり
	土曜一

日保育
	地域活

動保育

	公立
	城端さくら保育園
	295
	南砺市理休240
	○
	○
	○
	○
	○

	
	平みどり保育園
	30
	南砺市下梨2580
	○
	
	○
	○
	

	
	上平保育園
	40
	南砺市東赤尾10
	○
	
	○
	○
	

	
	利賀ささゆり保育園
	30
	南砺市利賀村坂上33
	○
	
	○
	
	○

	
	井波第一保育園
	60
	南砺市井波700-64
	○
	
	
	
	○

	
	井波第二保育園
	85
	南砺市北川1818
	○
	○
	
	○
	○

	
	南山見保育園
	40
	南砺市川原崎15
	○
	○
	
	
	○

	
	山野保育園
	65
	南砺市岩屋155
	○
	○
	○
	
	○

	
	井波高瀬保育園
	35
	南砺市高瀬719
	○
	
	
	
	○

	
	井口保育園
	45
	南砺市井口116
	○
	
	○
	
	○

	
	福野第一保育園
	120
	南砺市苗島306
	○
	○
	
	○
	○

	
	福野第二保育園
	80
	南砺市柴田屋209
	
	
	○
	
	○

	
	福野北部保育園
	60
	南砺市野尻755
	
	
	
	
	○

	
	福野東部保育園
	60
	南砺市年代66
	○
	○
	
	
	○

	
	福野南部保育園
	50
	南砺市広安333-２
	
	
	
	
	○

	
	福野西部保育園
	50
	南砺市布袋50-２
	
	
	○
	
	○

	
	福野安居保育園
	30
	南砺市安居222-２
	
	
	
	
	○

	
	福光保育園
	150
	南砺市福光5282
	○
	○
	○
	○
	○

	
	石黒保育園
	60
	南砺市川西16
	
	
	○
	
	○

	
	広瀬保育園
	40
	南砺市竹内362-１
	
	
	○
	
	○

	
	広瀬舘保育園
	30
	南砺市祖谷１
	
	
	○
	
	○

	
	西太美保育園
	35
	南砺市才川七1744-１
	
	
	○
	
	○

	
	太美山保育園
	30
	南砺市太美23
	
	
	○
	
	○

	
	東太美保育園
	40
	南砺市土生新256
	
	
	○
	
	○

	
	山田保育園
	45
	南砺市大塚60
	
	
	○
	
	○

	
	北山田保育園
	60
	南砺市宗守458
	
	
	○
	
	○

	
	吉江保育園
	150
	南砺市荒木574
	○
	○
	○
	○
	○

	
	砂子谷保育園
	30
	南砺市砂子谷1441
	
	
	○
	
	○

	私立
	喜志麻保育園
	45
	南砺市高宮663
	○
	○
	○
	○
	○

	
	合　計
	1,890
	
	15
	9
	20
	8
	27


②　幼稚園の状況

南砺市には、私立幼稚園が３か所設置されています。

幼稚園の設置状況

	区　分
	名　称
	定　員
	所　在　地

	私　立
	福野青葉幼稚園
	80
	南砺市福野1071

	
	福光青葉幼稚園
	70
	南砺市荒木1301-１

	
	聖徳幼稚園
	160
	南砺市井波3050


③　子育て支援センター

南砺市では、子育て相談や子育て支援情報の提供、親子のふれあいの場の提供などを目的に、３か所の保育園と２か所の児童館で子育て支援センターを開設しています。
また、児童館での子育て支援センターでは、親子のふれあい広場の実施や、異年齢交流事業、世代間交流事業、地域交流事業、育児相談事業などを提供しています。

子育て支援センターの設置状況

	区　分
	名　称
	所　在　地

	公　立
	城端さくら保育園「さくらんぼ」
	南砺市理休240

	
	山野保育園「なかよし広場」
	南砺市岩屋155

	
	福野児童センターアルカス
	南砺市二日町435-１

	
	福光児童館きっずらんど
	南砺市福光1269-１

	私　立
	喜志麻保育園「ぴよぴよ広場」
	南砺市高宮663


④　児童館

南砺市では、未就園児から中高生まで、幅広い年代で利用できるサービスを提供しています。未就園児には、遊び・交流の場の提供とその保護者に対する子育て学習の場の提供をしています。
小学生に対しては、放課後の遊びの場の提供のほか、さまざまなサークル活動やイベントを提供しています。中・高校生に対しては、キッズサポーターとしてのボランティア養成講座や、異年齢交流、地域とのふれあいの場等の提供を行っています。

児童館の設置状況（平成21年4月1日現在）

	名　称
	所　在　地

	南砺市城端児童館
	南砺市城端1582-１

	南砺市福野児童センター「アルカス」
	南砺市二日町435-１

	南砺市福光児童館
	南砺市福光1269－１

	南砺市上平児童館（休館中）
	南砺市東赤尾字横平10

	南砺市利賀児童館（休館中）
	南砺市利賀村坂上33


⑤　放課後児童クラブ

放課後児童クラブは、放課後に保護者が留守の家庭にいる子どもに対して、放課後から帰宅するまでの間、遊びを中心とした生活の場を提供することによって、子どもの健全な育成を図る取組みです。

放課後児童クラブの設置状況（平成21年4月1日現在）

	名　称
	所　　在　　地

	城端放課後児童クラブ
	南砺市城端1582-１（城端児童館内）

	井波子どもホーム
	南砺市山見1365（いなみ交流館ラフォーレ内）

	アルカスクラブ
	南砺市二日町435-１（福野児童センターアルカス内）

	アルカスのびのびひろば
	南砺市二日町50（福野小学校体育館内）

	福光中部っ子クラブ
	南砺市法林寺１（福光中部小学校内）

	福光東部っ子クラブ
	南砺市荒木456（福光東部小学校内）


⑥　母子保健事業

南砺市では、妊娠届出の時点から出産した子どもが就学に達するまで、健全な発育を推進するため、下記に示すような乳幼児健診や育児相談、育児支援事業などの母子の心身の健康を維持増進するための保健事業を実施しています。

主な母子保健事業

	事業名称
	内　　　　容

	母子健康手帳交付
	母子健康手帳発行、妊婦一般健康診査受診票発行
妊婦歯科健康診査受診券発行、保健指導、制度説明

パンフレット配布

	母子健康管理台帳
	各種健診等の結果、予防接種暦等を記録

	マタニティ教室
（パパママ教室）
	妊婦疑似体験、沐浴、おむつ交換等の体験主体型
母体の変化とお産の経過、妊娠中の栄養等の講義

	子育て相談
	子育てに関する悩みなどへの対応

	育児等健康支援事業
	ゆうゆう相談、親子すくすく相談

５か月児・８か月児の離乳食教室、離乳食相談

	新生児訪問
	新生児及び産婦(里帰り出産も含む)への訪問指導

	家庭訪問
	健診や相談等で訪問が必要と判断された妊産婦
乳幼児、保護者への訪問指導

	乳幼児健診
	３か月児、１歳６か月児、３歳児の健康診査実施

乳児一般健康診査受診票発行

	予防接種
	乳幼児期に接種する予防接種予診票の発行
接種相談

	虫歯予防事業
	１歳児むし歯予防教室、１歳６か月児から５回にわたって
むし歯予防教室と希望者にフッ化物利用の予防事業実施


第３章　住民意向
１．アンケート調査結果の概要

（１）調査対象者と回収率

本調査は、市内在住の就学前児童保護者、小学生児童保護者、妊産婦を対象に、就学前児童保護者、小学生児童保護者の方は住民基本台帳のなかから無作為に抽出し、妊産婦の方は母子手帳受給者のなかから無作為に抽出し、調査を実施したもので、アンケート調査票の回収数及び回収率は下表のとおりです。

	対象者
	配布数
	回収数
	回収率

	就学前児童保護者
	550
	366
	66.5％

	小学生児童保護者
	550
	352
	64.0％

	妊産婦
	150
	96
	64.0％


（２）保護者の就労状況について

父親の就労状況は、就学前児童保護者と小学生児童保護者において、大きな相違はみられませんが、母親の就労状況は、就学前児童保護者の就労率がフルタイム35.2％、パート・アルバイト等が27.6％であるのに対し、小学生児童保護者はフルタイム56.7％、パート・アルバイト等28.0％と、フルタイムでの就業率が上昇しています。

また、フルタイム、パート・アルバイト等のいずれも、１週当たりの平均就労日数や平均就労時間に関しては、小学生児童保護者において増加傾向にあります。

	
	就学前児童保護者
	小学生児童保護者

	父親の就労状況
	フルタイム：　　　  94.5％
	フルタイム：　　　  90.4％

	
	フルタイム
	１週当たりの平均就労時間
	40～49時間：

50～59時間：
	46.0％

19.9％
	40～49時間：

50～59時間：
	41.7％

20.4％

	
	
	平均帰宅時刻
	18時台：

17時台：

20時台：
	24.9％

24.3％

16.2％
	18時台：

17時台：

20時台：
	23.8％

19.4％

18.5％

	母親の就労状況
	フルタイム：　　　  35.2％

パート・アルバイト等： 27.6％
	フルタイム：　　　  56.7％

パート・アルバイト等： 28.0％

	
	フルタイム
	１週当たりの平均就労時間
	40～49時間：

50～59時間：
	67.4％

9.3％
	40～49時間：

50～59時間：
	67.5％

11.0％

	
	
	平均帰宅時刻
	18時台：

17時台：

20時台：
	43.4％

21.3％

13.1％
	18時台：

17時台：

20時台：
	37.5％

25.0％

16.0％

	
	パート・

アルバイト等
	１週当たりの平均就労時間
	５日：
４日：
	69.3％

10.9％
	５日：
４日：
	61.6％

12.1％

	
	
	平均帰宅時刻
	６時間：
５時間：
	32.7％

26.7％
	６時間：
５時間：
	33.3％

18.2％


（３）家庭類型

就労状況等により、回答者の家庭形態について、７タイプに類型化を行ったところ、就学前児童保護者、小学生児童保護者ともに、「タイプＢ:フルタイム×フルタイム」の占める割合が最も高くなっています。また、小学生児童保護者においては、「タイプＤ:専業主婦（夫）」の割合が減少し、「タイプＡ:ひとり親家庭」の割合が増加しています。「タイプＣ:フルタイム×パートタイム」の割合については、ほぼ同じ比率となっています。
	カテゴリ
	就学前児童保護者
	小学生児童保護者

	
	回答数
	構成比（％）
	回答数
	構成比（％）

	タイプＡ:ひとり親家庭
	16
	4.4
	34
	9.7

	タイプＢ:フルタイム×フルタイム
	145
	39.6
	188
	53.4

	タイプＣ:フルタイム×パートタイム
	99
	27.0
	87
	24.7

	タイプＤ:専業主婦（夫）
	95
	26.0
	35
	9.9

	タイプＥ: パートタイム×パートタイム
	0
	0
	1
	0.3

	タイプＦ:無業×無業
	2
	0.5
	0
	0

	タイプＧ:その他
	9
	2.5
	7
	2.0

	合　計
	366
	100
	352
	100


（４）保育サービスの利用状況（就学前児童保護者のみ）

就学前児童の保育サービスの利用状況をみると、回答者の約60％が、現在、保育サービスを利用しており、利用しているサービスは「保育園」が約90％と、圧倒的に高い割合を示しています。また、利用したい保育サービスは、「保育園」「特にない」が35.9％、「一時預かり」18.2％「事業所内の保育施設」12.9％の順となっています。
	保育サービスの利用の有無
	利用している　 63.4％
	利用していない 35.8％

	利用している子育て支援サービス
	保育園
	91.8％

	
	１週当たりの利用日数
	５日
	
	
	89.2％

	
	１日当たりの利用時間
	７時間
	40.5％
	８時間
	33.6％

	
	利用開始時刻
	８時台
	55.2％
	９時台
	33.2％

	
	利用終了時刻
	16時台
	72.0％
	17時台
	12.9％

	できれば利用したい保育サービス
	保育園・特にない

一時預かり

事業所内の保育施設
	35.9％
18.2％
12.9％


（５）土曜、日曜・祝日保育、一時預かり保育、病児・病後児保育について
（就学前児童保護者のみ）

①　土曜、日曜・祝日の保育希望について

土曜保育の利用希望については、「毎週利用したい」が8.5％、「月に１～２回は利用したい」が24.3％、「利用希望なし」が64.8％となっており、ひとり親家庭や祖父母等の支援が少ない家庭において、他の家庭よりも利用希望が高くなっています。

日曜日・祝日保育については、「毎週利用したい」が0.8％、「月に１～２回は利用したい」が11.2％、「利用希望なし」が82.2％となっており、土曜日よりは利用希望は低くなっています。

②　一時預かり保育の利用希望について

この１年間における一時預かり保育の利用については、「ある」が12.0％、「ない」が84.7％となっており、利用した日数は、「１日」が22.7％、「２日」が20.5％、「３日」、「10日」が各々18.2％となっています。

③　宿泊を伴う一時預かりの利用希望について

宿泊を伴う一時預かり保育の利用については、「サービスを利用したい」が5.2％、「利用希望はない」が83.3％と、利用希望は低くなっています。

また、サービスを利用したい人における、ひと月当たりの利用希望日数は「１日」が52.6％、「２日」が15.8％となっています。

④　病児・病後児保育について

この１年間に通常の保育サービスを利用できなかったことは、「あった」が45.4％、「なかった」が35.2％となっており、「あった」人のほうがやや多くなっています。

対処方法については、「母親が休んだ」が29.8％で最も多くなっています。

	土曜保育の利用希望
	毎週利用したい
	8.5％

	
	月に１～２回は利用したい

	24.3％

	
	利用希望なし
	64.8％

	日曜・祝日保育の利用希望
	毎週利用したい
	0.8％

	
	月に１～２回は利用したい

	11.2％

	
	利用希望なし
	82.2％

	一時預かりの利用
	ある
	12.0％

	
	ない
	84.7％

	宿泊を伴う一事預かりの利用希望
	サービスを利用したい
	5.2％

	
	利用希望はない
	83.3％

	保育サービスが利用できないこと

（病気、けが）
	ない
	35.2％

	
	あった
	45.4％

	
	
	父親が休んだ
	7.7％

	
	
	母親が休んだ
	29.8％

	
	
	親族・知人に預けた
	23.2％

	
	
	就労していない保護者がみた
	6.0％

	
	
	病児・病後児保育を頼んだ
	0.3％

	
	
	その他
	0.5％


（６）放課後児童クラブについて

①　就学前児童保護者

４月から新一年生になる子どもをもつ保護者に対し、放課後児童クラブの利用希望を尋ねたところ、「週に何日か利用したい」が28.0％、「ほぼ毎日利用したい」が25.0％で利用したいと思っている保護者が過半数を超えています。希望日数は、「３日」が最も多く、短日利用ニーズが高くなっていますが、「７日」を希望している方もみられます。
	放課後児童クラブの利用希望
	
	利用したい日数

	ほぼ毎日利用したい
	25.0％
	
	１日
	10.7％

	週に何日か利用したい
	28.0％
	
	２日
	25.0％

	長期休暇のみ利用したい
	16.0％
	
	３日
	42.9％

	利用希望はない
	31.0％
	
	４日
	7.1％

	
	
	
	５日
	3.6％

	
	
	
	７日
	3.6％


②　小学生児童保護者

小学生児童保護者家庭において、現在、放課後児童クラブを利用している割合は22.4％と、利用状況は低く、また、現在利用していない方に今後の利用希望を尋ねたところ「利用したい」と回答した方は14.4％と低くなっています。

１週当たりの利用日数は「１日」が最も多く、土曜日の利用も約16.5％と少なくなっています。

	放課後児童クラブの利用の有無
	利用している
	22.4％
	利用していない
	76.5％

	
	１週間当たりの利用日数
	１日
	
	
	36.7％

	
	
	２日
	
	
	7.6％

	
	
	３日
	
	
	16.5％

	
	
	４日
	
	
	12.7％

	
	
	５日
	
	
	20.3％

	
	土曜日の利用の有無
	あ　る
	16.5％
	な　い
	74.7％


また、放課後の過ごし方については、「クラブ活動や、習い事をさせたい」が37.4％と最も多くなっています。

	放課後児童クラブを利用したい
	13.9％

	放課後子ども教室を利用したい
	7.4％

	クラブ活動や、習い事をさせたい
	37.4％

	利用を希望するサービスは特にない
	28.6％

	その他
	8.2％


（７）ファミリーサポートセンターについて

ファミリーサポートセンターの利用状況については、就学前児童保護者、小学生児童保護者ともに、「利用していない」との回答が圧倒的に多く、特に小学生児童保護者における利用状況が低くなっています。

	ファミリーサポートセンターの利用状況
	就学前児童保護者
	小学生児童保護者

	
	利用している
	6.8％
	1.1％

	
	利用していない
	80.3％
	96.0％


（８）結婚したときの年齢別の第１子出産時の年齢（妊産婦対象）

第１子を出産した、あるいは出産予定の年齢は、「30歳～34歳」が44人（45.8％）と半数近くを占め最も多くなっています。

また、結婚したときの年齢別の出産時の年齢をみると、おおむね結婚した年から５年の間に出産しています。

	　上段：実数
　下段：％
	出産時の年齢

	
	20～24歳
	25～29歳
	30～34歳
	35～39歳
	40歳以上
	合　計

	結婚したときの年齢
	20歳未満
	1
	-
	-
	-
	-
	1

	
	
	(100.0)
	-
	-
	-
	-
	(100.0)

	
	20～24歳
	10
	6
	-
	1
	-
	17

	
	
	(58.8)
	(35.3)
	-
	(5.9)
	-
	(100.0)

	
	25～29歳
	-
	30
	25
	-
	-
	55

	
	
	-
	(54.5)
	(45.5)
	-
	-
	(100.0)

	
	30～34歳
	-
	-
	19
	２
	-
	21

	
	
	-
	-
	(90.5)
	(9.5)
	-
	(100.0)

	
	35～39歳
	-
	-
	-
	1
	-
	1

	
	
	-
	-
	-
	(100.0)
	-
	(100.0)

	
	40歳以上
	-
	-
	-
	-
	-
	-

	
	
	-
	-
	-
	-
	-
	-

	
	無 回 答
	-
	1
	-
	-
	-
	1

	
	
	-
	(100.0)
	-
	-
	-
	(100.0)

	
	合　　計
	11
	37
	44
	4
	-
	96

	
	
	(11.5)
	(38.5)
	(45.8)
	(4.2)
	-
	(100.0)


（９）妊婦健診（妊婦一般健康診査）の受診状況

妊婦健診の受診については、妊娠中に就業中だった人は８割強が受診しており、このうち「仕事を休んで受けた」人は３割を占めています。

一方、妊娠中に専業主婦または無職だった人は、全員が受診しています。


（10）妊婦健診（妊婦一般健康診査）の受診回数

妊婦健診を受診した人に、受診回数を尋ねたところ、妊娠中に就業中だった人、妊娠中に専業主婦または無職だった人ともに、受診回数は「11回～14回」が40～45％を占め最も多くなっており、就業の有無によって受診回数の多少はみられません。


２．今後の課題
アンケート調査結果並びに国の示す「次世代育成支援地域行動計画策定指針」より、次世代育成支援行動計画の策定に当たっては、以下に掲げるような視点に沿った計画策定が求められます。

○ 市民のニーズに配慮した保育サービスの充実

保育サービスについては、ニーズに応じたサービス提供が行われる必要があります。

核家族化や都市化による家族形態や価値観の変化、家庭の就業状況等の特性を踏まえつつ、多様かつ個別のサービスニーズに柔軟に対応したサービスのあり方についての検討が必要です。

また、サービスの量的確保とともに情報公開やサービス評価等の取組み、心の通う子育てサービスのあり方についての検討など、サービスの質的向上を目指した取組みも求められます。

○ 職住一体となった子育て支援環境づくり

少子化の原因の一つとして、仕事と子育てとの両立に対する負担感が指摘されており、緊急性の高い重要課題となっています。
このため、多様な働き方に合わせた保育サービスの充実や、子育て中の母親が働ける職場環境の整備等の取組み強化が求められます。

また、専業主婦やひとり親家庭など、子育てをしているすべての家庭への支援を念頭に、子育てをする人が子育てに伴う喜びを実感できるような、さまざまな子育て支援サービスの充実を図っていく必要があります。
○ 家庭やコミュニティを核とした子育て支援ネットワークの構築

安心して子どもを生み、ゆとりをもって健やかに育てるためには、すべての子育て家庭に対し、社会全体で支援していく観点から、南砺市における子育て支援ネットワークやコミュニティによる子育て対策の検討が必要です。

公的サービスの拡充はもとより、子育て経験者や高齢者、子育て終了の専業主婦等の住民参加による子育て支援ネットワークを形成し、地域全体で子育て家庭を支援する基盤の形成を図る必要があります。

○ 次代の親を育む環境の整備・充実

子どもは将来の親となる人材です。子どもが健やかに成長、自立し、家庭をもつことができるよう、乳幼児期から青少年期に至るまでの中・長期的な視野に立って、豊かな人間性形成のための健全育成の取組みが求められます。

また、少子化対策のためにも、次代の親となるべき子どもたちに対し、男女が協力して家庭を築くことや、子どもを生み育てることの意義についての教育や啓発を推進していくことが重要です。

○ 地域特性に応じた子育て環境づくり

同じ市内であっても、人口構造や産業構造、社会資源等の違いにより、必要とされる子育て支援も相違してくることから、地域の特性に応じた子育て支援や柔軟なサービス提供体制のあり方について検討する必要があります。

第４章　行動計画の基本的事項
１．基本理念

南砺市は、豊かな水・緑の恵みのもとに、古から現代までの歴史・文化資源などが数多く存在する地域です。こうした豊かな自然や歴史文化的土壌を背景に、さまざまな子育て支援施策を推進し、少子化対策に努めてきました。

子どもは、社会の大切な宝であり、子育ては未来の南砺市を支える人材を育てる重要な営みです。親たちが、夢を抱き、生きがいを感じながら子育てを楽しみ、子どもたちの笑顔と歓声がこだまする明るい社会は、南砺市のすべての人たちに共通の願いです。

南砺市が未来に向かって活力あるまちを維持していくためには、子育て家庭が安心と喜びをもって子育てができるよう地域全体で応援するという考えに立って、少子化の流れを変える取組みを進めなければなりません。家庭や地域において、親から子へ子育ての喜びや楽しさを伝え、生命を次代に伝え育んでいくことが大切です。

後期計画では、子どもが育つ環境づくりで重視すべき基本理念は変わらないとの考えのもと、前期計画の理念を継承することとします。

したがって、南砺市の住民すべてが子育てを温かく応援するまちづくりを念頭に、子どもの未来をみつめながら、子どもが豊かな人間として育つためのよりよい環境づくりを目指して、基本理念を以下のように設定します。


南砺市で生まれるすべての子どもたちが家族や地域に心から祝福され、親たちも子育てを通じて喜びに満ちた生活を送ることができ、南砺市で子どもを育てたい、育てて良かったと思えるようなまちづくりを目指します。

また、子どもたちが健やかに育っていける環境づくりや、地域のなかで助けあいながら子育てや子どもの成長を共に見守る環境づくりにも取り組み、子どもたちが未来に向かって明るく健やかに育つまちづくりを進めていきます。

２．計画の方向性

わが国のこれまでの子育て支援は、子育ての身体的、精神的、経済的負担を軽減することで、子どもを産みたい人が産めるようにする環境整備を進めるという考えに基づき、さまざまな対策がとられてきました。

なかでも、働く女性を念頭において、保育サービスの充実をはじめとする、子育てと仕事の両立支援を中心に対策が進められてきました。

しかし、依然として出生率の低下という現象は続いており、今後、少子化対策への対応を一層進めていくためには、単に子育て負担の軽減を図るというアプローチだけでは限界があり、保育サービスなどこれまで行ってきた施策に加えて、地域における子育て支援や男性を含めた働き方の見直し、若い世代の自立支援などにも配慮しつつ、地域全体が連携し一体となって子育て支援に取り組むことが必要となっています。

また、次世代育成支援においては、子どもの数だけを問題にするのではなく、次代の社会を担う子どもの幸せを第一に考え、子どもたちが心身ともに健やかで幸せに育つための施策の展開や環境づくりを推進していく必要があります。子どもたちが南砺市の将来を語りあい、夢を育てることができるまちづくりにつなげていくことが重要です。

さらに、子育てにおいて、子どもを育む親の責任は重く、家庭の役割が重要なことはいうまでもありませんが、子どもたちの成長にとっては、家庭だけでなく地域にも大きな役割があり、地域全体としての子育て環境が、子どもたちのたくましい成長を約束する豊かなものでなければなりません。

南砺市として地域の連携を強化するだけでなく、豊かな自然を中心とする地域資源を活用し、他の地域との連携へと発展させていくことが必要です。こうした点を踏まえ、地域住民の多くが子育てへの関心・理解を高め、地域全体で子育て家庭を支える体制づくりが求められます。

以上の考えをもとに、本計画においては、次頁に示す３つの基本的な視点を設定し、すべての子どもの幸せを視点に、地域資源を活用した地域子育て機能の再生を図り、まちづくりの活性化にも広がる計画づくりを目指すものとします。

３．重点的視点

南砺市の明日を担う子どもたちの幸せを第一に考え、南砺市で生まれ育っているすべての子どもたちが、家庭環境や障がいの有無に関係なく、心身ともに健やかに育つための環境づくりを進めます。

すべての親が、安心して子どもを産み、ゆとりをもって楽しく子育てができるよう、さまざまな子育て支援サービスの充実を図るとともに、子育ての質の向上にも配慮し、きめ細かな子育て支援が行われるような環境づくりを進めます。

地域社会の一員である子どもたちを健やかに育むためには、家庭はもとより地域全体で子育てを温かいまなざしで積極的に見守っていくことが求められます。

これからの次世代を担う子どもたちの成長を地域全体で支えていくためにも、住民参加による子育て支援ネットワークの形成など、連携と協力のもとに、子どもとその保護者を地域で支えあう体制づくりを進めます。

４．基本目標


ひとり親家庭、障がいのある子どもを養育している家庭など、子育てをしているすべての人が、安心して子育てができるよう、地域におけるさまざまな子育て支援サービスの充実を推進します。また、地域における子育てネットワークの形成や交流活動の支援など、地域資源を活用した子育て支援の充実を推進します。


働きながら子育てしている人のために、多様な保育ニーズに対応し、利用しやすい保育サービスの充実を図っていきます。

また、男女共同参画意識の醸成と、父親の役割等の啓発や子育てへの参加促進に向けた取組みを推進していきます。


豊かな自然と風土のなかで、子どもたちがたくましく生きる力を伸ばすことができるよう、学校、家庭、地域の教育力の向上に向けた取組みを推進します。

また、安心して妊娠、出産、子育てができるよう、親子の健康づくり支援等を進めます。

親子が安心して快適に暮らすことができるよう、子育てバリアフリーの視点を取り入れた地域の住環境や道路環境の整備をはじめ、外出しやすい環境づくりや子どもを犯罪や交通事故から守るまちづくりを推進します。

５．計画の基本体系　　


第５章　行動目標の設定
１．目標事業量の設定

（１）将来人口推計

本市の平成17年から平成21年の住民基本台帳のデータを用い、コーホート変化率法により、人口の推計を行いました。

本市の総人口は、今後漸減傾向で推移していくことが推計されています。

また、０～５歳、６～11歳の人口も減少傾向で推移し、少子化が進行していくことが予測されています。

将来推計人口

	
	実績人口
	将来推計人口

	
	平成21年
	平成22年
	平成23年
	平成24年
	平成25年
	平成26年

	総人口
	56,683
	56,077
	55,484
	54,731
	53,655
	53,103

	０～14歳
	6,726
	6,572
	6,424
	6,295
	6,122
	5,985

	
	うち０～５歳
	2,400
	2,356
	2,303
	2,230
	2,144
	2,061

	
	うち６～11歳
	2,782
	2,692
	2,652
	2,602
	2,584
	2,528

	15～64歳
	32,866
	32,264
	31,855
	31,005
	29,978
	28,931

	65歳以上
	17,091
	17,241
	17,205
	17,431
	17,555
	18,187

	０～５歳人口比率
	4.23%
	4.20%
	4.15%
	4.07%
	4.00%
	3.88%

	６～11歳人口比率
	4.91%
	4.80%
	4.78%
	4.75%
	4.82%
	4.76%



（２）児童数の予測

各年の年齢別推計児童数は、下表のとおり予測されます。計画目標年度である平成26年には、就学前児童数（０～５歳の層）の合計は2,061人、小学生児童数（６～11歳の層）の合計は2,528人、中高校生徒数（12～17歳の層）の合計は2,845人と予測されます。
年齢別推計児童数

	
	０歳児
	１歳児
	２歳児
	３歳児
	４歳児
	５歳児
	０～５歳合計

	平成22年
	358
	377
	387
	413
	415
	406
	2,356

	平成23年
	347
	359
	376
	393
	414
	414
	2,303

	平成24年
	335
	348
	358
	382
	394
	413
	2,230

	平成25年
	321
	336
	347
	364
	383
	393
	2,144

	平成26年
	304
	322
	335
	353
	365
	382
	2,061

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	６歳児
	７歳児
	８歳児
	９歳児
	10歳児
	11歳児
	６～11歳合計

	平成22年
	416
	435
	460
	444
	475
	462
	2,692

	平成23年
	413
	417
	438
	462
	443
	479
	2,652

	平成24年
	421
	414
	420
	440
	461
	446
	2,602

	平成25年
	420
	422
	417
	422
	439
	464
	2,584

	平成26年
	400
	421
	425
	419
	421
	442
	2,528

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	12歳
	13歳
	14歳
	15歳
	16歳
	17歳
	12～17歳合計

	平成22年
	515
	488
	521
	535
	490
	506
	3,055

	平成23年
	462
	518
	489
	517
	532
	485
	3,003

	平成24年
	479
	465
	519
	485
	514
	527
	2,989

	平成25年
	446
	482
	466
	514
	482
	509
	2,899

	平成26年
	464
	449
	483
	462
	510
	477
	2,845






（３）目標事業量の設定

本計画における保育サービス等の平成26年の定量的目標設定については、将来推計人口と本計画策定のためのアンケート調査結果の関係データを基に、「推計ニーズ量算出のためのワークシート」（厚生労働省配布）を用いて推計ニーズを算出し、保育サービス等の目標事業量として下記のように設定しました。

	事業名等
	内容
	平成21年の実績
	平成26年の目標

	
	
	人数
	か所数
	人数
	か所数

	通常保育事業
	保護者の労働または疾病などにより、家庭において当該児童を保育することができないと認められる場合に、保護者に代わり保育園での保育を実施します。
	０～２歳:

447人
	29か所
	０～２歳:

450人
	19か所

	
	
	３～５歳

1,099人
	
	３～５歳:

990人
	

	特定保育事業
	保護者がパートタイムなどの就労により保育が困難である場合、週２～３日程度または午前もしくは午後のみなど､柔軟な保育を実施します。
	０人
	０か所
	０人
	０か所

	延長保育事業
	保護者の就労形態の多様化などに対応するため、通常の開所時間を超えて保育を行います。
	420人
	９か所
	500人
	９か所

	休日保育事業
	日曜､祝日など休日の保育ニーズに対応するため、保育園において休日保育を行います。
	６人
	２か所
	60人
	６か所

	病児・病後児保育事業
（体調不良児対応型）
	児童が病気の「回復期」で、かつ集団保育が困難な期間において、保護者が勤務等の都合により家庭で保育を行うことができない場合、保育所に付設された専用スペースで一時的に保育を行います。
	病後児保育
２人
	１か所
	30人
	３か所

	
	児童が保育中に微熱を出すなど「体調不良」となった場合に、保育所において緊急的な対応や保健的な対応を図ります。
	体調不良児

対応型

200人
	１か所
	200人
	１か所

	地域子育て支援拠点事業（ひろば型、センター型、児童館型）
	地域全体で子育てを支援する基盤の形成を図るため、子育て家庭の支援活動の企画・調整・実施を担当する職員を配置し､子育て家庭などに対する育児不安などに関する相談指導や子育てサークルなどへの支援などを実施することにより、地域の子育て家庭に対する育児支援を行う拠点です。
	延べ
19,860人
	５か所
	延べ
27,000人

	８か所

	一時預かり事業
	保護者の冠婚葬祭や病気、急な仕事による緊急的保育サービスとして、一時的に児童を保育園で預かります。
	1,400人
	９か所
	1,600人
(日数:

2,700日)
	11か所

	ファミリー

サポートセンター事業
	「子育ての手助けをしてほしい人（依頼会員）」と、「子育てのお手伝いをしたい人（講習を受けた提供会員）」が会員登録することで運営される相互援助組織です。
	依頼会員287人
	９か所
	依頼会員290人
	２か所


	事業名等
	内容
	項目
	人数
	か所数

	放課後児童健全育成事業
	保護者が仕事などにより、放課後の家庭が常時留守になっている児童について、施設での保育を実施します。
	平成21年の実績
	292人

(うち１～３年:

292人)
	６か所

	
	
	平成22年度の目標
	300人

(うち１～３年:

300人)
	６か所

	
	
	平成26年度の目標
	350人

(うち１～３年:

350人)
	７か所


２．基本目標に基づく施策の体系




３．具体的推進施策の内容


〔現況と課題〕

核家族化の進行や共働き家庭の増加、地域コミュニティの希薄化等により、子どもや子育て家庭を取り巻く環境が変化し、家庭や地域での子育て機能の低下や保護者の育児不安、子育てに関する情報や相談の不足等が懸念されています。
こうしたなか、本市では保育所サービスの充実をはじめ、子育て支援センター事業、ファミリーサポートセンター事業、親子の居場所づくり等の各種事業を推進しています。子育てニーズ調査によると、就学前児童がいる家庭において、保育サービスを利用している家庭は約６割を占め、保育園の利用が圧倒的に多くみられます。

一方、子育て支援センターやファミリーサポートセンターの利用状況はともに低く、まだ活動が十分に浸透していないことがうかがえます。
今後は、子育てをしている人が安心して働くことができるよう、多様なニーズに応じた利用しやすい子育て支援サービスの提供に努めるとともに、仕事と生活の調和の実現に向けた取組みを推進していく必要があります。

また、子育て支援センターの増設や機能強化、子どもの権利を大切にする取組み等を進め、地域の中で親子がのびのびと子育て・子育ちしていくことのできる環境づくりを推進していく必要があります。


（１）地域における子育て支援

〔今後の方向性〕

都市化や核家族化の進行に伴い、近隣関係が希薄化するとともに、子育てを支える地域社会の結びつきや子どもに対する目配りも希薄化しつつあり、育児の孤立化を招く要因となっています。

このため、育児の孤立化を防止し、地域の子育てサークルや各種団体、子育てボランティア、地域の高齢者等といった地域住民により、すべての子どもを対象として、放課後や週末等に地域住民の協力のもとに、安全・安心な居場所作りを推進します。
①　地域における子育て支援サービスの充実

すべての子育て家庭が地域で安心して子育てができるよう、地域における子育てに関する支援体制の基盤整備を進めます。

	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	子育て支援センター事業の充実
【児童育成課】
	子育て支援を希望する保護者の要望を踏まえ、相談活動やふれあいの場の提供を推進します。
	５か所で開設。保育園に３か所、児童館に２か所。
	保育園の統合整備に伴い福野２か所、福光２か所を追加設置。

	ファミリーサポート
センター事業
【児童育成課】
	子育てのお手伝いをしてほしい人（依頼会員）、子育てのお手伝いができる人（提供会員）で構成される会員制の組織で、保護者がやむを得ない事情で子どもを一時預けたいときなど、会員同士が協力し、育児の相互援助を推進します。
	有償ボランティアによる子どもの一時預かり制度で福野児童センターに事務局を設置し、支所の福光児童館と連携をしてサポート事業を実施。
	平成23年度からの病児病後児の緊急サポート事業の実施に向けて検討。
提供会員の確保の推進。

	児童支援サービス事業
【シルバー人材センター】
	３歳から小学校３年生の子どもをもつ市内在住者に子育ての支援をします。
	子どもの一時預かり、子どもの送迎。
	継続実施

	臨時保育室の充実
【児童育成課】
	子育て中の団体の要望により、必要に応じて開設をします。
	必要に応じて開設。
	継続実施

	保育園・幼稚園の開放
【児童育成課】
	保育園・幼稚園に入園していないお子さんと保護者に開放をします。
	園に入園していないお子さんと保護者に開放。園によって開放日が異なる。子育て支援に努めている。
	継続実施


	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	放課後児童クラブの充実
【児童育成課】
	小学校低学年等を対象に放課後児童クラブを時間延長して実施します。
	６か所で放課後児童クラブを開設。
（城端放課後児童クラブ、井波子どもホーム、福野アルカスクラブ、福野のびのび広場、福光東部っ子クラブ、福光中部っ子クラブ）
開設時間13時～18時、土曜日９時～18時、長期休業時のみ８時～18時
	開設時間を30分延長（平成22年度より）。

	子育てサポートの充実
【生涯学習スポーツ課】
	就学児健診など子どもの各成長段階における機会を利用して、幼稚園、保育園、小中学校で「子育て講座」を実施し、情報交換など家庭教育についての学習の場を提供します。
	就学児健診など子どもの各成長段階における機会を利用し、幼稚園、保育園、小中学校で「子育て講座」を実施。
	継続実施

	子育てサロンの充実
【社会福祉協議会】
	子育て経験者等による子育て中の保護者との交流を図る場の提供を推進します。
	子育てサロン事業「だっこちゃん（福光）」毎週金曜日、年間48回。
「子育て支援室（上平）」毎月第４木曜日、年間12回。

「子育て支援ひよこの部屋（平）」毎月第３木曜日、年間12回。
	サロンの内容や回数の見直し（平成22年度より）。ボランティアの確保やＰＲを推進。

	つどいの広場事業
【児童育成課】
	子育て支援センターを活用した交流事業を実施します。
	子育て支援センターの事業の一環で実施。
	継続実施

	子育て支援ボランティア育成支援
【児童育成課】
	子育てを支援するシニア世代のサポーターを育成します。
	子育てシニアサポーター研修を実施。
	継続実施

	地域の高齢者の子育て支援体制づくり
【社会福祉協議会】
	社会福祉協議会の子育てサロン事業「だっこちゃん」等により実施します。
	社会福祉協議会の子育てサロン事業「だっこちゃん」を実施。
	継続実施

	子育て自然体験活動の支援
【生涯学習スポーツ課】
	自然体験活動を通して親子のふれあいを深め、家庭教育力の向上を目的とした子育て自然体験教室を開催します。
	子育てサークル活性化事業は平成17年度まで実施。平成18年度からはとやま子育て自然体験活動事業として実施。
	公民館を中心とした自然体験活動の支援。


	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	幼稚園の機能充実のための支援
【教育総務課】
	幼稚園運営の充実を図る「振興事業」、幼稚園舎の耐震補強・老朽化による改修工事等に対する「園舎リフレッシュ事業」の２つの補助事業を実施します。
	振興事業：園児数に応じて補助金を交付する。

園舎リフレッシュ事業：
園舎の耐震補強・老朽化による改修工事等に対して補助金を交付する。
	振興補助事業の園児数の基準日を平成22年度に検討。
園舎リフレッシュ事業の実施。

	商店街の空き店舗を利用した子育て支援事業の推進
【商工課】
	商店街等が空き店舗を利用し、子供や高齢者のコミュニティの場と賑わい創出を図る補助制度を推進します。
	商店街団体等が空き店舗を利用して商店街賑わい事業の一環として子供や高齢者のコミュニティの場として実施される場合に対象経費の1/2（限度200,000円）の補助制度を実施。
	事業のPR及び現状に見合った制度内容に見直し。


②　子育て支援のネットワークづくり

子育て家庭だけでなく、地域住民の多くが子育てへの関心・理解を高め、地域全体で子育て家庭を支えることができるよう、子育てに関する意識啓発等を進めます。
	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	子育て支援センターによる子育てサークルの育成
【児童育成課】
	子育て支援センターを会場とした自主的な活動を支援します。
	自主的な活動に対し、会場を提供。
	継続実施

	市のホームページに子育て情報の掲載
【児童育成課】
	子育て情報をホームページに掲載します。
	子育て支援ガイドをホームページに掲載。
	継続実施

	子育て支援センターによる子育てNPOの育成
【児童育成課】
	子育て支援センターによる子育てNPOを育成します。
	「とやまっ子さんさん広場推進事業」で実施。
	継続実施

	子育てマップ作成
【児童育成課】
	子育てマップの作成を検討します。
	子育て支援ガイドをPRすることで対応。
	事業検討


	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	地域の異世代との交流による事業の支援
【生涯学習スポーツ課】
	公民館を中心とした子育て支援を目的とする、異世代交流等の事業を支援します。
	公民館を中心とした地域活力の再生と地域の教育力の活性化を目的とした「学びあい、支えあい地域活性化推進事業」を実施（平成20年度まで）。平成21年度は「公民館わくわくどきどき自然体験事業」を７地区で実施。
現在、「家庭教育活性化支援事業」は、公民館を中心とした異世代交流等の事業として実施。
	継続実施


③　児童の健全育成

子どもを取り巻く状況について、学校やＰＴＡ、行政等が連携を密にし、情報を共有することによって、地域ぐるみで児童の健全育成に取り組みます。

	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	児童館活動の充実
【児童育成課】
	地域の遊びの基盤として児童館を活用し、子どもの健全な育成を図ります。
	３地域に児童館を設置。城端児童館、福野児童センター、福光児童館。
	井波地域に児童館の建設を検討。

	児童健全育成事業の充実
【児童育成課】
	地域の児童館活動を通して子どもの健全育成を図ります。
	児童館活動を通した子どもの健全育成を実施。
	継続実施

	スポーツ少年団活動の支援
【生涯学習スポーツ課】
	市体育協会に対する補助金を通じて、スポーツ少年団の活動事業や交流事業を推進します。
	スポーツ少年団の活動事業や交流事業のほか、体育施設等利用料を支援。
	指導者の確保及び活動内容の充実、団員加入率の増加を目指す。

	総合型地域スポーツ
クラブ活動の支援
【生涯学習スポーツ課】
	教室・セミナー及び運動プログラムの実践により、運動体験機会の推進を図ります。
地域が主体となった高度な指導力等を有する人材による子どもたちの運動能力の向上を推進します。
	旧町のＮＰＯ法人のスポーツクラブに子どもたちを対象とした教室・セミナー推進の補助を実施。
旧村のスポーツクラブに子どもたちを対象とした育成事業の経費補助を実施。
県派遣スポーツ主事を中心とした子どもたちの運動プログラムを実践。
	教室等の提供メニューの充実。
スポーツクラブ職員の指導力の向上。


	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	地域の社会教育活動の充実
【生涯学習スポーツ課】
	地域の社会教育活動への参加を推進します。
	公民館活動への参加。
	継続実施

	異年齢児交流事業
【児童育成課】
	児童館や保育園において異世代の交流事業を推進します。
	３か所の児童館で異世代の交流事業を実施。
地域活動事業（８保育園）
	事業回数の増加。

	世代間交流事業
【児童育成課】
	児童館まつりやフェスティバルを開催します。また、保育園でも地域活動事業を開催します。
	年に1回児童館まつりやフェスティバルを開催。

地域活動事業（14保育園）
	継続実施

	地域交流事業
【児童育成課】
	夏休み期間中に各公民館の協力による移動児童館を開設します。
保育園で地域住民との交流事業を推進します。
	学校の夏休み期間中に福光児童館が公民館に出向いて移動児童館を開設。
	継続実施

	児童クラブ・母親クラブの活動支援
【児童育成課】
	児童クラブや母親クラブ等の活動を支援する補助金を実施します。
	５地域、６か所の母親クラブが活動。国・県・市から補助金を交付。
４地域、138か所の児童クラブが活動。
	継続実施

	幼稚園就園奨励事業
【教育総務課】
	低所得の世帯に属する園児の授業料を軽減する「就園奨励事業」（就園奨励）、世帯の第３子以降の園児の授業料を軽減する「保育料軽減事業」（多子奨励）の２つの補助事業を実施します。
	就園奨励事業：満３歳以上の園児の授業料について所得に応じて補助金を交付する。市独自の所得制限あり。
保育料軽減事業:世帯の第３子以降の園児の授業料について補助金を交付する。県基準より手厚く実施。
	就園奨励事業：市で独自に定めている所得制限の廃止を検討（平成22年度より）。
保育料軽減事業：継続実施

	「臨任講師」配置事業
【教育総務課】
	複式学級解消・統合による激変緩和・部活動指導等を目的に講師を配置します。
	市単独事業により講師を配置。
	継続実施

	「適応指導教室」設置事業
【教育総務課】
	不登校の小中学生に、学習を援助しながら本籍校に復帰できるよう支援します。
	通級を希望する児童生徒への適応指導教室を実施。
	継続実施


	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	幼稚園と保育園の
連携、就学前教育・保育と小学校の連携
【教育総務課】

【児童育成課】
	県事業の「めばえを育む幼・保・小」連携事業を実施し、保育園・幼稚園から小学校への一貫した一人の子の成長を連続して見守っていく連携を推進します。児童保育要録の送付と有効活用。
	平成21年度において、福野小学校が県から委託を受けて「めばえを育む幼・保・小」連携事業を実施。就学児の保護者、小学校教員、幼稚園教員、保育園保育士を対象とした子育て談義・合同研修会等を予定。また、市内全小学校において教員による校下の保育園・幼稚園訪問を実施し、就学に向けての連携を強化。
幼稚園と保育園は幼年消防入隊式や消防交流会などにおいて、一緒に踊ったり、ゲームをしたりして交流を実施。
平成22年３月に児童要録を保育園から小学校に送り、一人の子の成長を連続して見守っていく。
	継続実施

	出生祝い金の交付
【児童育成課】
	出生祝い金の交付を実施します。
	第1子～第3子に30,000円、第4子に50,000円、第5子以降に100,000円を交付。
	継続実施

	児童手当・子ども手当の支給
【児童育成課】
	出生から中学３年生修了までの子どもに対し手当を支給する。初年度は子ども一人13,000円（月額）。次年度以降は26,000円（月額）となる。
	児童手当は平成19年４月１日から３歳未満の児童に対し月額10,000円、３歳から小学校修了前までの第１子・第２子に対し月額5,000円、第３子以降の児童に対し月額10,000円支給。
	国の制度の動向に応じて円滑な支給に努める（平成22年度より）。


④　その他

本市では、中学２年生を対象に、社会性を身につける目的から、職場体験やボランティア活動を１週間実施する「社会に学ぶ14歳の挑戦事業」を実施しています。今後も仕事に対する興味をもたせ、生きがいをもって働く意識のかん養に努め、推進委員会と協力企業、指導ボランティアの連携のもと、内容の充実を図ります。
	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	社会に学ぶ14歳の挑戦事業の実施
【教育総務課】
	将来の職業選択について自主性をもたせるため、第１学年から事前準備として職場訪問等により、働く方と接する機会を設けます。
	就業体験を通じて社会のルールを学んだり、自分の生き方を考えたり、生徒のコミュニケーション能力や社会性を高める機会となっている。
地域の協力事業所と学校との結びつきが強まり、地域連携の絆のひとつを担っている。
	受入れ事業所の安定的確保。
開かれた学校づくりの推進。


（２）要保護児童等へのきめ細かな取組みの推進

〔今後の方向性〕

生まれてきた子どもが、ひとりの人間として、安全な環境のもと、健やかに成長する権利をもつことを地域全体がもう一度認識し、ノーマライゼーション※社会の実現に向けた取組みに努めます。児童虐待は、子どもの心身の成長及び人格の形成に大きな影響を与えるために、迅速かつ適切な対応が求められることから、関係機関との連携を密にし、児童虐待防止に向けた取組みを推進します。

一方、母子家庭・父子家庭等のひとり親家庭における子育ては、経済的・社会的に不安定な状態であり、自立した社会生活を送ることができるよう総合的な支援を推進します。

また、障がいのある子どもをもつ子育て家庭についても、社会的な不安を抱えており、障がいのある子どもの健全な発達を支援し、地域で安心して生活できる環境の整備を推進します。
※ノーマライゼーション：高齢者や障がい者などを施設に隔離せず、健常者と一緒に助けあいながら暮らしていくのが正常な社会のあり方であるとする考え方。また、それに基づく社会福祉政策。
①　児童虐待防止対策の充実

医療、保健、福祉、教育、警察等の関係機関を連携し、児童虐待の発生予防から早期発見・早期対応、アフターケアに至るまでの総合的な支援を講じるために、児童虐待防止ネットワークの充実を図り、児童虐待防止対策を進めます。
また、子育ての不安や負担に対応するために、子育て相談や育児支援家庭訪問等の事業を推進します。
	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	児童虐待防止ネットワークの充実
【児童育成課】
	要保護児童地域対策協議会の児童虐待ケース等の共通理解・連携を推進します。
	要保護児童地域対策協議会を設置。個別ケース会議、実務者会議、代表者会議を開催し、児童虐待ケースの共通理解・連携を図る。
	要保護児童地域対策協議会を充実し、児童虐待防止の強化。

	児童虐待の発生防止、早期発見
【児童育成課】

【健康課】
	妊娠届時や新生児訪問、乳幼児健診時等において、児童虐待の発生防止、早期発見を図ります。
	妊娠届時や新生児訪問、乳幼児健診時に育児不安の確認。
健診時に全身状態の観察。
	継続実施


	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	子育て支援センターでの子育て相談
【児童育成課】
	子育て支援センターにおいて子育てに関わる相談事業を推進します。
	子育て支援センター５か所で相談事業を実施。城端さくら保育園「さくらんぼ」、山野保育園「なかよし広場」、私立喜志麻保育園「ぴよぴよ広場」、福野児童センターアルカス「未就園児の子育て支援」、福光児童館「子育て支援室」。
	保育園の統合にあわせて事業の充実を図る。

	関係機関の情報交換
【関係各課】
	保育園・幼稚園・小学校・中学校・保健センター・児童相談所・女性センター等と連携をとりながら、児童の安全確保や情報交換に努めます。
	保育園・幼稚園・小学校・中学校・保健センター・児童相談所・女性センター等と連携をとりながら、児童の安全確保や情報交換を実施。
	関係機関の連携、情報交換の推進。

	乳児健診未受診児など生後４ヶ月までに全乳児の状況の把握
【健康課】
	保健師、助産師にる新生児訪問や母子保健推進員による赤ちゃん訪問などにより、きめ細やかな状況の把握に努めます。
	保健師あるいは助産師による新生児訪問を実施。新生児期の訪問希望がなければ、母子保健推進員による赤ちゃん訪問を実施。
	継続実施

	育児支援家庭訪問事業の推進
【健康課】
	妊娠中の情報や関係機関等からの情報収集により、必要に応じて産後うつや育児ストレスなどの問題家庭を訪問します。
	必要に応じて、出産施設などと連携をとって家庭訪問等を実施。
	継続実施

	虐待対応のための協力医療機関との連携の充実
【健康課】

【児童育成課】
	医療機関等との連携により虐待対応を図ります。
	医療機関と児童相談所との連携による児童虐待対応を実施。
	継続実施


②　ひとり親家庭等の自立支援の推進

子育て支援センター等を窓口とする子育てや児童の健全育成に関する相談はもとより、児童扶養手当の支給などの経済的支援の拡充、生活の安定に向けた相談援助体制の充実、自立へ向けた教育訓練の推進に努めます。
	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	母子家庭の母への自立・就業支援
【児童育成課】
	母子家庭の母の就職支援を推進します。
	母子自立支援プログラム事業を実施し、母子家庭の母の就職支援を実施。
	継続実施

	児童扶養手当の支給
【児童育成課】
	母子家庭の母の経済的支援のため、児童扶養手当を支給します。
	母子家庭の母の経済的支援のため、子が18歳まで児童扶養手当を支給。手当の支給の際に面接を行い、今後の生活について助言。
	父子家庭に対しても児童扶養手当を支給する（平成22年８月より）。

	ひとり親家庭等の医療費の助成
【児童育成課】
	ひとり親家庭等の医療費の助成を実施します。
	ひとり親家庭等の親（または養育者）と子に対して、医療保険自己負担分を助成。子が18歳まで。
	継続実施

	ひとり親家庭等の相談助言の充実
【児童育成課】
	母子自立支援員を中心に相談事業を実施します。
	母子自立支援員を中心に母子家庭や父子家庭の生活面・金銭面の相談を実施。
	継続実施

	自立支援教育訓練給付金事業、高等技能訓練促進費事業
【児童育成課】
	母子家庭の母の自立支援を図ります。
	母子家庭の母が、就職に有利な資格を取得するための支援を実施。修学や講習の相談もあわせて実施。
	継続実施

	要保護準要保護児童生徒支援事業
【教育総務課】
	ひとり親の児童生徒の保護者に対し、学用品等の購入費を援助します。
	ひとり親でかつ収入が一定基準以下の世帯の児童生徒の保護者に対し、学用品、給食費、修学旅行などの経費の一部を援助。
	継続実施


③　障がい児施策の充実
専門的・広域的な観点からの支援、適切な医療の提供、教育支援体制の整備など、専門的情報や支援手法を提供します。

	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	障がい児保育事業の充実
【児童育成課】
	種々の障がいをもっている児童の保育園での受入体制を充実します。
	種々の障がいをもっている児童の保育園への受入体制を実施。自閉症、アスペルガー、ADHD（注意欠陥多動性障がい）等、種々の障がいをもって保育園に入園してくる児童が増加傾向。
	となみ養護学校・教育委員会・福祉・保健・児童育成課等との情報の共有と連携。
保育技能の充実、向上に努める。

	ショートステイ事業、デイサービス事業、ホームヘルプサービスの充実
【福祉課】
	自立支援給付による児童デイサービス、ショートステイ、ホームヘルプの障がい福祉サービスを提供し、日常生活における基本的な動作の指導及び集団生活への適応訓練を実施します。
	サービス提供事業者が少なく、利用者によっては遠方であるために不便を感じている。特に、デイサービス等の児童の一時預かりを行う事業者はいるが、日常生活における訓練等を行う事業者が身近にいない。
	福祉サービス基盤の強化拡大。

	重度心身障がい者（児）医療費助成
【福祉課】
	身体障害者手帳１～２級または療育手帳Ａを所有している障がい児に対して、医療保険自己負担分について全額助成をします。
	全ての対象者に助成済み。助成者数は増加傾向。
	継続実施

	障害児福祉手当の支給
【福祉課】
	20歳未満の精神又は身体に重度の障がいがあり、日常生活において常時介護を必要とする在宅障がい児（施設入所者は不可）に福祉手当を支給します。
	障がい者手帳交付時に制度を説明。支給者数に大きな増減はない。
	継続実施

	特別児童扶養手当の支給
【児童育成課】
	特別児童扶養手当（20歳未満）、身体に重度または、中度の障がいのあるお子さんを育てている方に支給します。
	20歳未満で、身体に重度または、中度の障がいのあるお子さんを育てている方に支給。
	継続実施

	学校施設のバリアフリー化の推進
【教育総務課】
	学校施設の改築、耐震補強、大規模改造事業実施時にバリアフリー化を推進します。
	平成18年度に福野中学校エレベーターを設置。
	継続実施


	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	障がい児の活動する場の確保
【教育総務課】

【福祉課】
	発達障がい児に対する特別の教育支援についての理解啓発、小中学校等と特別支援学校とのより一層の連携を図っていきます。
	平成21年度に市内小学校に特別支援学級（情緒障がい）が１学級新設され、計２学級。
平成21年度に市内小学校に通級指導教室（学習障がい）が新たに設置され、特別の教育支援を受ける環境が増加。
市配置特別支援学級指導助手を６校に11人配置し、発達障がい児、知的障がい児の支援を実施。
	継続実施

	発達障がいに対する一貫した支援
【教育総務課】

【福祉課】
	保育園、幼稚園、小中学校に対して、発達障がいの支援として、教育相談や就学相談の利用の働きかけを呼びかけます。
	平成21年度において、教育相談、就学指導の利用が急増しており、教育、福祉、保健を所管する部局等の連携強化し、支援体制の充実を図る。
	南砺市特別支援連携協議会を設立。


〔現況と課題〕

国において、平成19年12月にとりまとめられた「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略」において、「働き方の見直しによる仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現」と、「包括的な次世代育成支援の枠組みの構築」が、次世代育成支援対策における車の両輪として位置づけられています。

また、少子化の流れを変えるためには、特に父親が育児に積極的に関われるよう、ワーク・ライフ・バランス（仕事と家庭生活の調和）を実現していくことが求められています。

しかし、昨今の経済危機を反映して、ワーク・ライフ・バランスの推進に消極的な雰囲気が広がっているほか、ワーク・ライフ・バランスという言葉・意味への理解そのものについても、依然として十分浸透していないのが実状です。

このため、ワーク・ライフ・バランスに関する国民への啓発推進や企業への周知徹底など、幅広い取組みが求められています。

子育てニーズ調査では、子育てをするなかで希望する支援・対策として、「仕事と家庭生活の両立」が52.3%と最も多いものとなっております。本市では、ワーク・ライフ・バランスの趣旨の理解促進や実現化を目指します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（３）職業生活と家庭生活との両立の支援

〔今後の方向性〕

女性の社会参加や就労形態の多様化に伴い、保育園や放課後児童クラブを利用する子育て家庭のニーズが多様化していることから、これらのニーズに対応し、利用しやすいサービスの提供に努めます。

一方、仕事と子育ての両立を図るためには、仕事と家庭のバランスがとれるような働き方の見直しが必要となっており、職場や地域等における固定的な役割分担意識の解消や職場優先の意識是正に向けた啓発普及並びに情報提供等の取組みを推進します。
①　保育サービスの充実

預かり保育事業や保育園の早朝を含めた延長保育事業等の継続実施や経済的負担の緩和、保育の質の向上、保育士の専門性向上と質の高い人材の安定的確保等を推進します。

	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	通常保育事業の充実
【児童育成課】
	保護者が仕事、病気、介護などのため、家庭で保育ができない就学前の乳幼児の保育を充実します。
	保護者が仕事、病気、介護などのため、家庭で保育ができない就学前の乳幼児を保育。
保育時間は概ね8時間（午前８時から午後４時まで）。
家庭の実情に応じて「早朝保育」、「長時間保育」、「延長保育」を実施。
	０歳児、１歳児枠の拡充に努める。

	延長保育事業の充実
【児童育成課】
	11時間の保育園の開園時間を超える延長保育を行います。
	11時間の保育園の開園時間を超えて延長保育を必要とする場合に実施。公立８か所、私立１か所。
	保育園統合による新設保育園で実施。
事業内容の充実による利用環境の向上。

	休日保育事業の充実
【児童育成課】
	日曜日・祝日等に保育園において保育を行います。
	公立城端さくら保育園、私立喜志麻保育園で実施。
	保育園統合による新設保育園で実施。
事業内容の充実による利用環境の向上。

	一時預かり事業の充実
【児童育成課】
	就学前児童を対象として、一時的に家庭での保育が困難な場合、保育園において一時預かりを行います。
	公立８か所、私立１か所で実施。
	保育園統合による新設保育園で実施。
事業内容の充実による利用環境の向上。
担当保育士の安定確保に努める。


	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	障がい児保育事業の充実
（再掲）
【児童育成課】
	種々の障がいをもっている児童の保育園での受入体制を充実します。
	種々の障がいをもっている児童の保育園入園への受入体制を実施。自閉症、アスペルガー、ADHD（注意欠陥多動性障がい）等、種々の障がいをもって保育園に入園してくる児童が増加傾向。
	となみ養護学校・教育委員会・福祉・保健・児童育成課等との情報の共有と連携。
保育技能の充実、向上に努める。

	病後児保育事業の充実
【児童育成課】
	城端さくら保育園では病気回復期の児童を、喜志麻保育園では体調不良児に対応します。
	城端さくら保育園では病気回復期の児童に対応。
喜志麻保育園では体調不良児に対応。
	保育園の統合整備にあわせ旧町部に１か所ずつ開設。保健師等の配置。

	保育料の軽減
【児童育成課】
	国の基準額表より階層区分を細分化し、保育料を基準額の38％から52％に設定し、保育料の軽減を図ります。
	国の基準額表より階層区分を細分化し、保育料を基準額の38％から52％に設定。
多子軽減は別居、除籍を含む全ての子を出生順位に含める。
第３子の軽減等、国の多子軽減と比較して軽減幅が大きい。
	国の基準額の改正に基づき南砺市の実情に即した基準づくりに努める。

	保育環境の整備
【児童育成課】
	福野地域、福光地域、井波地域の保育園統合を検討します。
	福野地域、福光地域、井波地域の保育園統合を検討中。福野地域２か所、福光地域３か所、井波地域は協議中。
	福野地域は、２か所の内１か所について平成23年４月開園を目指す。平成26年度までに４か所の建設を目指していく。


②　多様な働き方の実現と男性の子育て参加

職場や地域、政治など社会のあらゆる分野において、従来からの性別役割分担意識に影響されて、女性がその意思決定に参画することは、まだまだ少ないのが現状です。男女がともに家庭、職場、地域でいきいきと輝けるような社会システムづくりに努めます。

	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	マタニティ教室
【健康課】
	参加者の意見も十分取り入れながら、マタニティ教室の内容を検討し、男性の積極的な子育て参加も応援していきます。
	年10回のうち６回、夫や家族も参加した教室を実施。教室内容として妊娠中の体の変化、お産の経過等の講義、口腔衛生の管理、妊娠中の食生活について講義と実技妊婦模擬体験、沐浴体験など。
	初妊婦の受講者数増を図る。
母乳に関する内容の充実。

	男女共同参画推進事業
【市民協働課】
	男女が家庭内での役割を分担し、互いに協力し支えあえるよう、男女共同参画を推進します。
	男女共同参画フォーラムの開催。
	地域で料理教室や介護体験教室の開催。

	男性の子育て参加促進に向けた取組み
【健康課】
	妊婦疑似体験、沐浴体験による積極的な育児へとつなげます。
	妊婦疑似体験、沐浴体験。
	継続実施


③　仕事と子育ての両立の支援
働きながら子育てをしている人が、職場において不利な扱いをされることなく、できる限り子どもと長く同じ時間を共有することができるよう、仕事と子育ての両立を支援する取組みに努めます。
	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	放課後児童クラブの充実
（再掲）
【児童育成課】
	小学校低学年等を対象に放課後児童クラブを時間延長して実施します。
	６か所で放課後児童クラブを開設。
（城端放課後児童クラブ、井波子どもホーム、福野アルカスクラブ、福野のびのび広場、福光東部っ子クラブ、福光中部っ子クラブ）
開設時間13時～18時、土曜日９時～18時、長期休業時のみ８時～18時（１時間繰り上げて開設）。
	開設時間を30分延長
（平成22年度より）。

	ファミリーサポートセンター事業

（再掲）
【児童育成課】
	子育てのお手伝いをしてほしい人（依頼会員）、子育てのお手伝いができる人（提供会員）で構成される会員制の組織で、保護者がやむを得ない事情で子どもを一時預けたいときなど、会員同士が協力し、育児の相互援助を推進します。
	有償ボランティアによる子どもの一時預かり制度で福野児童センターに事務局を設置し、支所の福光児童館と連携をしてサポート事業を実施。
	平成23年度からの病児病後児の緊急サポート事業の実施に向けて検討。
提供会員の確保の推進。

	児童支援サービス事業（再掲）
【シルバー人材センター】
	３歳から小学校３年生の市内在住者に子育ての支援をします。
	子どもの一時預かり、子どもの送迎。
	継続実施

	地域の高齢者の子育て支援体制づくり

（再掲）
【社会福祉協議会】
	社会福祉協議会の子育てサロン事業「だっこちゃん」等により実施します。
	社会福祉協議会の子育てサロン事業「だっこちゃん」を実施。
	継続実施

	経営者への育児に関する啓発事業
【商工課】
	経営者への育児に関する啓発に努めます。
	企業に対し直接啓発は困難なため、市商工会への制度の周知を通し、経営指導員等による啓発を実施。
	児童福祉行政窓口との連携による柔軟に対応できる体制づくり。

	育児休業制度等についての取組みの推進（育児休業制度の定着）
【商工課】
	育児休業制度等の取組みの推進に努めます。
	仕事と家庭の両立支援の推進と、男女がともに働きやすい環境をつくるための育児休業制度等の定着を図った。
	継続実施


④　子育てを支援する企業意識の普及

仕事と生活の調和の実現に向けて、それぞれの地域の企業及び商店街が相互に連携、協力して、子育てを支援するための労働環境の整備を推進していきます。

	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	一般事業主行動計画の策定・実施の支援
【児童育成課】
	一般事業主行動計画の策定・実施を支援します。
	未実施（県事業で実施）。
	企業と連携して子育て支援を図る。

	女性の雇用機会の拡大
【商工課】
	女性の雇用機会の制度の啓発に努めます。
	仕事と家庭の両立支援の推進と、男女がともに働きやすい環境をつくるため女性の雇用機会の拡大を図った。
	継続実施

	安心して妊娠・出産し働き続けられる職場環境の整備
【商工課】
	安心して妊娠・出産し働き続けられる制度の啓発に努めます。
	仕事と家庭の両立支援の推進と、働きやすい環境の整備を図った。
	継続実施

	ファミリー・フレンドリー企業の普及促進
【商工課】
	仕事と育児の両立のための制度の啓発に努めます。
	企業が仕事と育児の両立のためのさまざまな制度をもつことにより柔軟な働き方が選択できるような取組みや活用を紹介。
	継続実施


〔現況と課題〕

子どもが心身ともに健やかに育つためには、母子保健の確保や健康づくりの取組みが重要です。

本市では、妊娠期、出産期、新生児期及び乳幼児期を通じて母子の健康が確保されるよう、各種健康診査や訪問指導、相談支援等の充実を図ってきました。

今後も、母親の安全な妊娠・出産を支援するために、健康診査や相談支援等の事業の充実を図るとともに、子育て支援サービスの利用を呼びかけ、自己管理や育児準備等の知識の普及に努める必要があります。

また、乳幼児や児童に対しても、各種健康診査の充実や食育、疾病予防、基本的な生活習慣の確立に向けた取組みを展開し、親と子の健康づくりを支援していく必要があります。

一方、少子化や核家族化の進行、また地域とのつながりの希薄化等により、子どもを取り巻く環境は大きく変化しています。地域のなかで、子どもたちが生きる力や豊かな心を身につけ、次世代の親となり未来を担っていけるよう、今後も家庭、地域、行政が一体となって、子どもたちの健全育成や家庭及び地域の教育力の向上に取り組んでいく必要があります。

また、学校は知識を深め、その活かし方を学ぶだけではなく、家庭では体験できない同世代の集団生活を通じて、友達と遊びたいという欲求を充足させ、社会性を身につける場です。今後も、子どもたち一人ひとりの個性を育みながら、確かな学力や豊かな人間性、健やかな体力を養成するため、質の高い良好な教育環境の充実を図っていく必要があります。

（４）母性と乳幼児等の健康の確保

〔今後の方向性〕

次世代育成においては、子どもや母親の健康の確保は重要な課題であり、妊娠・出産から育児へと総合的・継続的な母子保健施策の充実が求められます。

このため、親となるために必要な知識を習得する学習機会の提供や、母子健康診査や訪問指導、保健指導等の充実に努めます。健全な体と心を育成する観点から、食育の推進や学校教育等における思春期保健対策の充実に取り組みます。

また、小児医療は、安心して子どもを生み、健やかに育てることができる環境の基盤となるものであり、小児医療体制の充実に努めます。深い愛と信頼の絆で結ばれた母と子の心と体の健康を、豊かな自然に育まれた郷の幸と、ネットワークされた先端医療の力で、保護し増進します。
①　子どもや母親の健康の確保

母子保健・小児保健医療体制の充実を図るとともに、子育てに関する不安や悩み等に対する相談体制や地域の仲間づくり等に関する情報提供の充実を推進します。

	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	母子健康手帳の交付、妊婦一般健診・乳児一般健診・訪問指導の充実
【健康課】
	乳児・妊婦一般健康診査受診結果から健康状況を把握し個別保健指導を実施します。
	母子健康手帳交付の際、妊婦一般健康診査受診票1回～14回分及び妊婦精密健康診査受診票並びに産婦一般健康診査受診票を交付。
	県外受診の手続きの簡略化。

	乳幼児健診、離乳食相談、育児相談の充実
【健康課】
	健康診査により健康状況を確認し、子どもの成長発達に合わせた離乳食指導の実施。
育児不安軽減、要支援児のフォロー相談会を実施します。
	５か月児８か月児、離乳食教室相談会を実施。
育児不安軽減、要支援児のフォローの為ゆうゆう相談会実施。
	継続実施


	発達支援事業（健診事後教室等）の充実
【健康課】
	親子の遊びを通した月１回の教室で子育て不安の相談に応じます。
専門スタッフによる年４回相談会を実施します。
	月１回（年11回）教室及び年４回相談会を実施。専門スタッフ（児童精神科医師、臨床心理士、児童指導員）の確保。
	継続実施


	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	子育て情報の提供
【健康課】
	広報誌やホームページ、パンフレット等により情報を提供します。
幼児の成長発達がわかりやすく、保護者と共有できる健康学習を実施します。
	広報誌やホームページ、パンフレット等により情報の提供。
適時に情報が得られる「母と子のすこやかファイル」の作成、配布。
	継続実施

	子どもの健康を考えるネットワーク推進事業
【健康課】
	地域ごとの健康問題を、地域のボランテイア、保育園、小学校のスタッフ保護者と一緒に考え、連携を密にし健康づくりの輪を広げます。
	地域のボランテイア、保育園、小学校と連携を密にしながら、地域別に健康課題を抽出し、健康づくりの輪を広げる。
地域での自主的取組みの推進。
	実施地域の拡大。
（平成22年度より）

	予防接種事業の推進
【健康課】
	予防接種の意義理解と、感染症抑制の効果を高めるため接種率を95％維持します。
	かかりつけ医が個人の健康状態を確認しながら接種できる「個別接種」を推進。
	継続実施

	子どものむし歯予防
（乳幼児のフッ化物塗布、保育園・学校でのフッ化物洗口）
【健康課】
	歯が生え始める７～８か月頃からむし歯予防に関心を高めていただくため、実技指導教室を実施します。
希望者にフッ化物を利用した予防教室を実施します。
	１歳児むし歯予防教室実技指導を実施。
１歳６か月から３歳６か月の間で６か月毎に５回のフッ化物塗布を希望者に実施。
フッ化物洗口を市内の保育園・幼稚園・小学校全てで実施。
	歯が生え始める７～８か月頃からむし歯予防を呼びかける。
フッ化物洗口を保育園・幼稚園から中学校全てに拡大。

	母乳育児の推進
【健康課】
	新生児訪問時に母乳外来のパンフレットを配布。
	新生児訪問などの機会に母乳育児の大切さを説明。
	乳児の成長発達と母乳に関する資料作成。

	不妊治療費の助成
【健康課】
	不妊に悩む夫婦の経済的負担を軽減し少子化対策の推進を図ります。
	不妊治療を受けている夫婦の経済的負担を軽減し、少子化対策の推進を図るため、第１子･第２子を問わず、一夫婦につき５年間で500,000円を限度に自己負担額の1/2を助成。
	助成額拡大。平成22年度から１年間につき300,000円を限度に助成。



②　食育の推進

乳幼児からの正しい食事のと摂り方や望ましい食習慣の定着を図るとともに、地域に根ざした学校給食の継続推進(地場野菜、安全な食材、旬の食材の導入等)と保育園・学校教育における食に関する指導の拡充により、「食」に対する理解を深め、健全な地域食文化の形成を図ります。
	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	親子料理教室の実施
【健康課】
	生涯にわたる好ましい食習慣形成の基礎作りを実施します。
	地区公民館等で母の会、母親クラブを対象に料理教室を食生活改善推進員が実施。
	継続実施

	３世代料理教室の実施
【健康課】
	地域に伝わる食文化も含めて食生活改善推進員による料理教室を実施します。
	地区公民館等で母親クラブ、老人クラブを対象に料理教室を食生活改善推進員が実施。
	継続実施

	離乳食相談の充実
【健康課】
	子育て支援センター、地区公民館等で離乳食相談を実施します。
	子育て支援センター、地区公民館等で離乳食相談を開催。
	継続実施

	保育園における食育の推進
【児童育成課】
	「食の大切さが分かり、楽しく食べる子」を食育目標に市内28か所の保育園で共通の食育計画を作成し、食事のマナーや食物の栽培を通じた食育を推進します。
	市内28か所の保育園で共通の食育計画を栄養士が作成し、食育の指導を推進。
	保育課程（保育計画）や食育計画による推進強化。

	地元食材を使った給食
【教育総務課】
	地元食材の理解を深め、地元食材を使った献立の提供等を普及啓発します。
	体験活動（米作り、里芋栽培等）、生産者の招待給食会、畑で育っている野菜のビデオレターなどを通して、地元食材の理解を深めている。
調理実技研修会を開催し、各学校の調理員、栄養職員を対象とし、地元食材を使った献立の提供を普及啓発。
	地場産野菜活用率の向上を目指し、生産者と学校側とのコーディネートを実施。


	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	総合学習等における『米づくり・野菜づくり』
【教育総務課】
	総合的な学習のなかで、農作業等の体験活動を実施します。
	米・もち米、里芋、野菜の栽培やほ場見学等を実施し、安心・安全に配慮された栽培方法の話を聞いたり、収穫体験を通じて地場産物の新鮮さを実感したり、産地と学校給食関係者との結びつきを深める。
	新たな農家の発掘や情報収集。

	地域食材を使った料理教室
【健康課】
	食生活改善推進員の協力のもと健康な食生活を目指して、地産地消を推進します。
	公民館祭等のイベントで実演を通して普及活動を実施。
	関係機関との連携強化。


③　思春期保健対策の充実

生活習慣や性に関する健全な意識づくり、性や性感染症予防に関する正しい知識の普及を図るとともに、学童期・思春期における心の問題について専門家の養成および相談体制の充実を推進します。

	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	青少年ヘルスネットワーク事業（地域・学校・家庭で性教育等の実施）の充実
【健康課】
	学校、家庭、地域が連携して思春期保健対策に取り組みます。
	井口ヘルスネットワークを継続実施。
	市全体に思春期保健事業を展開（平成22年度より）。

	生活指導の継続と向上
【教育総務課】
	携帯電話やインターネット等による被害防止のための教室の開催や性感染症等の指導を実施します。
	各教科・道徳特別活動のなかで、命やからだを大切にする心を育てる取組みを実施。
	児童、生徒、保護者向けの講座や講師の情報提供。

	子どもの生活習慣の改善
【健康課】
	保育園児・学童の生活リズム（睡眠、排泄、朝食摂取状況等）の実態把握をし、規則正しい生活の習慣化を図ります。
	各学校で実施している元気キッズのデータを活用し、関係機関と連携し生活習慣病予防の視点で健康教育を実施。
	継続実施


④　小児医療の充実

妊産婦医療費やこども医療費の費用負担軽減を図るとともに、小児科医を中心とした子どもの健康を守るためのネットワークの構築を、関係機関の協力を得て推進します。
	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	小児救急医療の拡大（砺波医療圏小児救急センター）
【健康課】
	休日や夜間の安定した救急医療体制を図るため、砺波医療圏で小児救急センターを開設します。
	砺波医療圏で小児救急センターを開設。
	診療時間の延長などの検討。

	こども医療費の助成
【児童育成課】
	小学校第６学年修了前児童まで、医療保険自己負担分を助成します。
	平成20年10月に、対象者を未就学児から年齢拡大。
	継続実施

	妊産婦医療費の助成
【児童育成課】
	特定の疾病について、妊産婦に医療保険自己負担分を助成します。
	妊娠高血圧症候群、糖尿病、貧血、産科出血、心疾患、切迫早産について、医療保険自己負担分を助成。
	継続実施

	不妊治療費の助成（再掲）
【健康課】
	不妊に悩む夫婦の経済的負担を軽減し少子化対策の推進を図ります。
	不妊治療を受けている夫婦の経済的負担を軽減し、少子化対策の推進を図るため、第１子･第２子を問わず、一夫婦につき５年間で500,000円を限度に自己負担額の1/2を助成。
	助成額拡大。平成22年度から１年間につき300,000円を限度に助成。


（５）子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備

〔今後の方向性〕

近年の少子化、核家族化の影響により、乳幼児に接する機会が少ないまま親になる世代が増えていることから、乳幼児と児童のふれあう機会の充実や、子どもたちが育児や子育て等の楽しさ、大切さについて考える取組みなどを推進します。

また、子どもたちが個性豊かに生きる力を伸ばしていくことができるよう、学校の教育環境等の整備や家庭における教育機能の向上に努めるとともに、家庭・学校・地域社会が連携を図りながら、子どもたちの健全育成に向けた取組みを推進します。

①　次代の親の育成

次代の親となる子どもたちの豊かな人間性を育て、自立して家庭をもつことができるよう、長期的な視野に立った子どもの健全育成のための取組みを推進します。
	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	児童館における乳幼児と中高校生のふれあいの場の充実
【児童育成課】
	乳幼児と中高生のふれあい交流事業を実施します。
	小学生と幼児、赤ちゃんと中高生、小学生と中高生のふれあい交流事業を実施。
	継続実施

	地域の人材を生かした異世代ふれあい活動の推進
【生涯学習スポーツ課】
	公民館を中心とした地域活力の再生と地域の教育力の活性化を目的とした異世代のふれあいを図る活動を推進します。
	公民館を中心とした地域活力の再生と地域の教育力の活性化を目的とした「学びあい、支えあい地域活性化推進事業」を実施（平成20年度まで）。
平成21年度は「公民館わくわくどきどき自然体験事業」を７地区で実施。
現在はふるさと人材活用推進事業は公民館を中心とした異世代ふれあい活動として実施。
	継続実施

	家庭教育力の充実
【生涯学習スポーツ課】
	就学時健診など子どもの各成長段階における機会を利用し、幼稚園、保育園、小・中学校で「子育て講座」を推進します。
	父親の家庭教育への参加を考える集いをPTA等と連携し実施（平成19年度まで）。
平成20年度からは家庭教育力の向上のため子育て講座を実施。
	継続実施


②　子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備

生きる力を伸ばすために、体験型の学習活動を中心とし、子どもが社会で主体的に生きていけるような知識や技能を身につけられる場の提供や家庭や地域との連携を密にし、子どもたちの心のケアを実施できる体制の整備を実施していきます。
	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	放課後子ども教室の開催
【生涯学習スポーツ課】
	子どもたちと地域との連携による勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等を実施します。
	平成19年度より「放課後子ども教室」に事業名変更。
平成21年度は、９小学校区で10教室を実施。うち、８教室を地域のスポーツクラブ等に委託し実施。地域の方々の参画を得て、子どもたちと共に勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等を実施。
	継続実施

	子ども体験活動の充実
【生涯学習スポーツ課】
	さまざまな子ども体験活動を実施します。
	「子ども元気活動支援センター」は補助事業の廃止とともに実質なしの状態。
子ども体験活動として「子ども伝統芸能塾」、「週末子ども文化塾」、「チャレンジ自然塾」の３つの分野でさまざまな体験活動を実施。
	継続実施

	児童館における体験活動の開催
【児童育成課】
	児童館において一緒に体験したりする場を企画提供します。
	季節の行事の実施（母の日、父の日のプレゼント作り、わくわくサークル、チャレンジサークル）。
人形劇などの作品を作ったり、一緒に体験したりする場を企画実施。
	継続実施

	子どもの多様な活動の機会や場づくりの推進（地域ボランティア活動の推進）
【生涯学習スポーツ課】
	公民館を中心とした地域活力の再生と地域の教育力の活性化を目的とし、子どもの多様な活動の場を推進します。
	公民館を中心とした地域活力の再生と地域の教育力の活性化を目的とした「学びあい、支えあい地域活性化推進事業」を実施（平成20年度まで）。
平成21年度は「公民館わくわくどきどき自然体験事業」を７地区で実施。
	公民館を中心とした異世代交流等の事業の推進。


	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	子どもの読書推進のための活動 （読み聞かせボランティア活動の推進）
【図書館】
【生涯学習スポーツ課】
	読み聞かせや本の紹介などを行うボランティア活動を通じ、地域の子どもたちが本と親しむきっかけづくりを推進します。
	市内の各図書館・地域を中心に、幼児・児童への読み聞かせや本の紹介などを行うボランティア５団体が活動。
	中央図書館を中心としたボランティア団体のネットワークの構築。

	「適応指導教室」

設置事業
（再掲）
【教育総務課】
	不登校の小中学生に、学習を援助しながら本籍校に復帰できるよう支援します。
	通級を希望する児童生徒への適応指導教室を実施。
	継続実施

	知識や技能を身につけることの大切さを学ぶ「体験型総合学習」の推進
【教育総務課】
	小中学校の校外学習や総合的な学習の時間の活動で野菜の栽培、米作り、自然体験等を食育、心の教育、道徳教育等の広い視点で実施します。
	野菜の栽培、米作り、自然体験等を食育、心の教育、道徳教育等の広い視点の位置づけで実施。
	継続実施


③　家庭や地域の教育力の向上

親が集まる多様な機会を通し、子どもたちの発達段階に応じた家庭教育に関する学習機会や情報提供を行います。また、地域の人材を活かした支援体制の整備と、家庭教育の活性化を促す事業を実施します。
主に夏休みに実施されている地域懇談会を充実させ、家庭教育と地域教育、学校教育の相互理解と連携強化を図ります。

	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	子育てサポートの充実
【生涯学習スポーツ課】
	自然体験活動を通して、親子のふれあいを深め、家庭教育力の向上を趣旨とした子育て自然体験教室を実施します。
	自然体験活動を通して、親子のふれあいを深め、家庭教育力の向上を趣旨とした子育て自然体験教室（とやま子育て自然体験活動事業）を実施。平成21年度は、４教室。
	公民館を中心とした自然体験活動の推進。

	家庭教育力の充実（再掲）

【生涯学習スポーツ課】


	就学時健診など子どもの各成長段階における機会を利用し、幼稚園、保育園、小・中学校で「子育て講座」を推進します。
	父親の家庭教育への参加を考える集いをPTA等と連携し実施（平成19年度まで）。
平成20年度からは家庭教育力の向上のため子育て講座を実施。
	継続実施


	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	「地域懇談会」の充実
【教育総務課】
	学校教育を中心とした子育て環境を取り巻く課題について話しあい、学校・家庭・地域が連携した市民協働のまちづくりを目指します。
	子育てタウンミーティングを開催して、児童生徒の保護者や市民の皆さん、教育関係者等による意見交換の場を提供。
	継続実施

	地域の人材を生かした異世代ふれあい活動の推進
（再掲）
【生涯学習スポーツ課】
	公民館を中心とした地域活力の再生と地域の教育力の活性化を目的とした異世代のふれあいを図る活動を推進します。
	公民館を中心とした地域活力の再生と地域の教育力の活性化を目的とした「学びあい、支えあい地域活性化推進事業」を実施（平成20年度まで）。
平成21年度は「公民館わくわくどきどき自然体験事業」を７地区で実施。
現在はふるさと人材活用推進事業は公民館を中心とした異世代ふれあい活動として実施。
	継続実施


④　命の大切さや家庭の役割等への理解

学校教育だけでなく、異年齢での交流や家庭のなかで命の大切さや尊さについて考える機会等により、生命の尊さ、家族愛、隣人愛、思いやりや感謝の心、奉仕の精神、社会規範など、人格形成の上での大事な時期に、人間として望ましい生き方について考え、倫理や道徳についての認識を深めるよう努めます。
	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	保育園での小学生等との異年齢児交流事業【児童育成課】
	保育園の行事に小学生も参加して園児と交流する場を提供します。
	幼児と児童がふれあえる事業を実施。
	継続実施

	児童館における乳幼児と中高生のふれあいの場の充実

（再掲）
【児童育成課】
	乳幼児と中高生のふれあい交流事業を実施します。
	小学生と幼児、赤ちゃんと中高生、小学生と中高生のふれあい交流事業を実施。
	継続実施

	子どもの読書推進のための活動（読み聞かせボランティア活動の推進）（再掲）
【図書館】
【生涯学習スポーツ課】
	読み聞かせや本の紹介などを行うボランティア活動を通じ、地域の子どもたちが本と親しむきっかけづくりを推進します。
	市内の各図書館・地域を中心に、幼児・児童への読み聞かせや本の紹介などを行うボランティア５団体が活動。
	中央図書館を中心としたボランティア団体のネットワークの構築。


	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	生命の大切さや家庭の役割に関する学校教育の充実
【教育総務課】
	生命の尊さや家庭教育についての体験活動等を支援します。
	「地域の子どもは地域で育てる」を合言葉に校区ごとに地域事情にあった体験活動を支援。
	継続実施

	安心して子どもを育てることができる社会について、地域住民や関係者が参加してともに考える機会の提供

【生涯学習スポーツ課】
	公民館を中心とした異世代交流等による地域活力の再生と地域の教育力の活性化を目的とした活動を実施します。
	公民館を中心とした地域活力の再生と地域の教育力の活性化を目的とした「学びあい、支えあい地域活性化推進事業」を実施（平成20年度まで）。
平成21年度は「公民館わくわくどきどき自然体験事業」を７地区で実施。
	継続実施

	家庭教育に関する学習機会や情報の提供推進

【生涯学習スポーツ課】
	子どもの各成長段階における子育てについての「子育て講座」などを通じ、情報交換など家庭教育についての学習の場を提供します。
	子どもの各成長段階における子育てについての「子育て講座」などを通じ、情報交換など家庭教育についての学習の場を提供。
	継続実施

	家庭・地域・学校が連携した道徳教育の充実
【教育総務課】
	地域の人々とのボランティア活動、職場体験等を支援し、地域という実社会にふれることで、規範意識を高めます。
	ボランティア活動、職場体験等を支援し、地域という実社会にふれることを啓発。
	継続実施



〔現況と課題〕
子どもがのびのびと健やかに育っていくためには、子どもや子育て家庭が安心して外出し、安全に過ごすことができる環境づくりが求められます。
安心して通行できる道路整備や安全に利用できる公園整備、子どもがよく利用する施設の安全対策など、子どもの視点、子育て家庭の視点に立った都市基盤整備を推進する必要があります。

一方、子育てニーズ調査によると、子育てをする上で地域全体に望むことは、「子どもが危険な目に遭いそうなときは手助けや保護をしてほしい」という回答が最も多くなっています。専門家だけが対策を講じるのではなく、家庭、地域、関係機関、行政が一体となって、子どもが交通事故や犯罪等に遭わないよう、声かけや見守り、巡回パトロール等を強化し、安全な地域環境の形成を目指していく必要があります。


（６）子育てを支援する生活環境の整備

〔今後の方向性〕

南砺市の優れた特性である豊かな自然環境のもとで、子どもたちがのびのびと健やかに育つことができるよう、子育てにやさしいまちづくりを進めます。

その一環として、子どもたちが安全に安心して遊ぶことができる場の整備や、安全な道路環境の整備、子育てに配慮した住環境の向上に努めます。

また、公共施設や公共空間で妊産婦や乳幼児連れの親など、あらゆる人たちが快適に安心して外出できる、誰にも優しい地域環境づくりを推進します。

①　良好な居住環境の確保

次の世代を担う若い核家族の定住を念頭に置き、良好な居住環境の確保を図るとともに、児童遊具の設置や安全性に配慮した修繕、環境汚染に対する監視活動の強化を推進します。
	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	優良住宅団地開発支援事業の充実（分譲宅地造成工事の公的施設部分に対する助成）
【都市計画課】
	優良住宅団地開発支援事業補助金の交付を実施します。
	優良住宅団地開発支援事業補助金交付。平成20年度/２件（柴田屋、飛騨屋地内）、平成18年度/１件（八塚地内）、平成17年度/１件（二日町地内）。
	継続実施

	環境汚染に対する監視活動の強化
【住民環境課】
	環境汚染に対する監視活動の強化に努めます。
	飲料水理化学検査、河川等水質調査、ダイオキシン類分析調査、不法投棄監視員による環境パトロールの実施。
	継続実施

	児童遊具の設置・修繕に対する補助
【児童育成課】
	自治会等が行う遊具の新設及び修繕に対して、事業費の支援を実施します。
	自治会等が行う遊具の新設及び修繕に対して、事業費の1/2以内（限度額　新規150,000円、修繕50,000円）を補助。
	継続実施


②　安全な道路交通環境の整備

通学路を中心とする歩道の整備や幅員の狭い道路の拡幅整備等を実施するとともに、交通安全施設の整備を推進し、妊産婦や子ども連れの親、子どもたちが安心して通行できる道路交通環境の整備に努めます。
	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	道路交通環境の整備
【土木課】
	市民の日常生活や、産業・経済活動を支える重要な生活基盤である道路網の整備は、幹線道路や補助幹線道路の系統立った整備の充実を図ります。
	系統立った道路整備を実施。
	平成28年度道路改良整備率77.1％を目指し継続実施。アクセス道路の整備促進。

	通学路の歩道整備の推進
【土木課】
	市道改良による通学路の歩道新設を実施します。
	市道改良による通学路の歩道新設。
	継続実施

	冬季間の通学路の除雪の徹底（歩道を含む）
【土木課】
	道路除雪実施計画に基づく道路、歩道除雪を実施します。
	道路除雪実施計画に基づく道路、歩道除雪。
	新設区間の追加。


③　安心して外出できる環境の整備

歩行空間、河川空間のバリアフリー整備やユニバーサルデザインによる公園等の整備を推進します。
	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	公共施設等のバリアフリー化の推進
【都市計画課】

【土木課】
	都市計画道路、市道等のバリアフリー化を推進します。
	都市計画道路の整備。福野駅前線　平成17年度完了、砺波福光線（松原～高儀）平成19年度完了、山見栄町線　平成19年度完了、谷今町線（山見～井波中央）平成20年度完了、小林栄町線　平成20年度完了、百町二日町線　平成20年度完了。
	都市計画道路（福野城端線、谷今町線等）の
実施。

	歩行空間のバリアフリー
【土木課】
	マウンドアップ型の歩道の進入部を切下げ等により、歩行空間のバリアフリー化を推進します。
	マウンドアップ型の歩道の進入部の切下げを実施。
	継続実施


	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	公共交通機関のバリアフリー
【住民環境課】
	市営バスのバリアフリー化を推進します。
	市営バスにノンステップバス等を２台購入予定。
市営バス路線、時刻の見直しを計画中。
	車輌を順次更新。

	公園のバリアフリー
【都市計画課】
	公園のバリアフリー化を推進します。
	城南中央公園　平成18年度完了（屋内運動場及び公園内園路）。
	都市公園内の段差解消やトイレの改築更新。

	河川空間のバリアフリー
【土木課】
	河川空間のバリアフリー化を推進します。
	河川公園の昇降路のスロープを整備。
	継続実施


④　安全・安心まちづくりの推進等

警察・防犯協会をはじめとする関係機関、団体、市民が一体となって協力し、地域全体で安全体制・防犯体制を推進します。

	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	防犯灯の設置
【住民環境課】
	夜間の安全性の向上を図るため、自治会等の防犯灯の設置を支援します。
	自治会等に対し、１基につき経費の1/2、限度額10,000円の補助。
	継続実施

	防犯パトロールの充実
【住民環境課】
	自主防犯団体、及び地域ごとのパトロールを支援し、防犯パトロールの充実を図ります。
	自主防犯団体、地域ごとのパトロールを実施。市車両５台を青パト登録してパトロール時に貸出。
	南砺市安全なまちづくり推進センターを中心に警察署や防犯協会と連携強化。

	青少年育成市民会議の充実
【生涯学習スポーツ課】
	地域の支部組織が中心となり、学校やPTA、地域の諸団体が連携し、巡回活動など地域に密着した活動を支援します。
	地域の支部組織が中心となり、学校やPTA、地域の諸団体が連携し、巡回活動など地域に密着した活動を実施。
	継続実施

	青少年問題協議会の開催
【生涯学習スポーツ課】
	社会教育委員会を兼ねた青少年問題協議会を開催します。
	（社会教育委員会を兼ね）年間３～４回開催。
	継続実施


（７）子ども等の安全の確保

〔今後の方向性〕

子どもを交通事故や犯罪等から守るため、交通事故については、警察や学校、地域等と連携した協力体制の強化や交通安全教育の徹底に努めます。

また、警察等関係機関や地域、家庭、職場が連携を図りながら、子どもを犯罪等の被害から守るための活動を推進します。

さらに、心身ともに未成熟な子どもが犯罪、いじめ、児童虐待等の被害に遭った場合のサポート体制の整備についても取り組みます。
①　子どもの交通安全を確保するための活動の推進

学校やＰＴＡ、行政、警察等、地域全体の協力体制づくりを図るとともに、保育園や幼稚園、学校における交通安全教育の充実を図り、子どもたちの交通安全意識の高揚とマナーの向上を推進します。

	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	通学路の歩道整備の推進
（再掲）
【土木課】
	市道改良による通学路の歩道新設を実施します。
	市道改良による通学路の歩道新設。
	継続実施

	冬季間の通学路の除雪の徹底（歩道を含む）（再掲）
【土木課】
	道路除雪実施計画に基づく道路、歩道除雪を実施します。
	道路除雪実施計画に基づく道路、歩道除雪。
	新設区間の追加。

	交通安全教室の開催
【住民環境課】
	子どもを対象とした交通安全教室を実施します。
	関係機関と連携して実施。
	継続実施

	チャイルドシート購入補助
【児童育成課】
	チャイルドシート購入の補助を実施します。
	購入金額の1/3を補助。限度額5,000円。
	貸し出し等を検討。

	チャイルドシート着用普及活動
【住民環境課】
	春と秋の全国交通安全運動期間中、福光、福野などの児童センターにおいて、子育て中の保護者を対象とした「チャイルドシート・ワンポイントレッスン」を開催し、チャイルドシート着用の普及、啓発を図ります。
	春と秋の全国交通安全運動期間中、福光、福野などの児童センターにおいて、子育て中の保護者を対象とした「チャイルドシート・ワンポイントレッスン」を開催。
	継続実施


②　子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進

学校、家庭、地域が一体となっての防犯意識の高揚を図ります。特に、地域の高齢者による子育て支援と防犯体制づくりに努めます。
	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	防犯教室の充実
【住民環境課】
	南砺警察署、防犯協会と協力し、防犯教室を実施します。
	南砺警察署、防犯協会との協力により実施。
	継続実施

	子ども110番事業の充実
【住民環境課】
	各地域の防犯団体ごとに子ども110番の家を設け、南砺市安全なまちづくり推進センターで小学生の下校時間帯などに青パトでの巡回を実施します。
	各地域の防犯団体ごとに子ども110番の家を設置。
南砺市安全なまちづくり推進センターで小学生の下校時間帯などに青パトでの巡回を実施。
	継続実施

	侵入等に対する学校施設の防犯対策の充実
【教育総務課】
	侵入等に対する学校施設の防犯対策を充実します。
	立ち入り禁止表示の設置及び職員玄関にはインターホン等を設置。
	改築、耐震補強、大規模改造事業実施時に防犯カメラ等を設置。

	侵入等に対する防犯訓練の強化
【教育総務課】
	侵入等に対する防犯訓練の強化を図るため、各小中学校で不審者進入時の避難訓練やさまざまな場面を想定したマニュアル等を作成します。
	各小中学校で不審者進入時の避難訓練やさまざまな場面を想定したマニュアル等を作成。
	継続実施

	地域の高齢者の子育て支援体制づくり
（再掲）
【社会福祉協議会】
	社会福祉協議会の子育てサロン事業「だっこちゃん」等により実施します。
	社会福祉協議会の子育てサロン事業「だっこちゃん」を実施。
	継続実施

	ＰＴＡや地域住民による通学路の防犯パトロール等の実施
【教育総務課】
	ＰＴＡや地域住民による通学路の防犯パトロール等を実施します。
	各小中学校で安全見守り隊やＰＴＡの学校安全支援ボランティア等により実施。
	スクールガードリーダーを配置し、学校安全パトロール隊、子ども見守り活動等に支援を実施する（平成22年度より）。


③　被害に遭った子どもの保護の推進

専門家や専門機関との連携により、子どもに対するカウンセリングの実施や家族に対する助言やきめ細かな支援の実施を検討し、被害に遭った子どもの精神的ダメージを軽減し、その立ち直りを支援する体制づくりを推進します。
	事業名【担当課】
	内容
	実施状況・課題等
	26年度に向けて

	児童虐待防止ネットワークの充実

（再掲）
【児童育成課】
	要保護児童地域対策協議会の児童虐待ケース等の共通理解・連携を推進します。
	要保護児童地域対策協議会を設置。個別ケース会議、実務者会議、代表者会議を開催し、児童虐待ケースの共通理解・連携を図る。
	要保護児童地域対策協議会を充実し、児童虐待防止の強化。

	子育て支援センターでの子育て相談

（再掲）
【児童育成課】
	子育て支援センターにおいて子育てに関わる相談事業を推進します。
	子育て支援センター５か所で相談事業を実施。城端さくら保育園「さくらんぼ」、山野保育園「なかよし広場」、私立喜志麻保育園「ぴよぴよ広場」、福野児童センターアルカス「未就園児の子育て支援」、福光児童館「子育て支援室」。
	保育園の統合にあわせて事業の充実を図る。

	関係機関の情報交換（再掲）
【関係各課】
	保育園・幼稚園・小学校・中学校・保健センター・児童相談所・女性センター等と連携をとりながら、児童の安全確保や情報交換に努めます。
	保育園・幼稚園・小学校・中学校・保健センター・児童相談所・女性センター等と連携をとりながら、児童の安全確保や情報交換を実施。
	関係機関の連携、情報交換の推進。

	虐待対応のための協力医療機関との連携の充実

（再掲）
【健康課】

【児童育成課】
	医療機関等との連携により虐待対応を図ります。
	医療機関と児童相談所との連携による児童虐待対応を実施。
	継続実施



第6章　行動計画の推進
１．行政機関の連携強化

次世代育成支援行動計画は、児童福祉のみならず、保健、医療、教育、まちづくり、住宅など広範囲にわたる子育て支援に関する総合的な計画です。

このため、庁内の各関係部署間の連携を強化し、全庁的に施策を推進するとともに、保健センターや教育機関、警察等の関係機関、県、近隣市町村とも協力体制を構築し、市の隅々まで行きわたる、適切な計画の推進を図ります。

さらに、市民のニーズに応じた、適切な子育て支援が行き届くよう、各関係機関の連携を強化し、対応を図っています。

子育て支援と一口に言っても多様なサービスがあり、これらを効果的・効率的に提供していくためにも、今後も横のつながりを強化し、総合的な取組みを推進していきます。また、計画の進捗状況の把握に努め、計画的な事業の推進を図ります。

２．市民の参画や地域との連携

この計画を実効性のあるものとするためには、市単独の力だけでは限界があり、市民や事業所、行政の協働により、施策を推進していく必要があります。企業や市民一人ひとりの理解と協力を得るためにも、本計画の趣旨や理念、施策の内容等の周知を図ります。
また、子育て支援は、保育園や幼稚園、学校といった子育て支援関係者だけが一手に担うものではなく、これらはあくまでも子育て支援サービスを提供する中心的な存在であり、市民の一人ひとりが子育て支援の担い手であるという考えのもとに、自主的・積極的な活動をしていくことが理想であり、市民の子育てへの参画と身近な応援で、子育て支援の輪が広がるまちづくりを推進します。


３．計画の点検・評価・公表

（１）計画の点検及び評価

計画期間においては随時各施策及び事業をはじめ、保育サービス等の目標事業量の進捗状況について点検及び評価するとともに、軌道修正が必要な場合は、重要性・緊急性を勘案し、他の施策や事業との整合に配慮しながら、より適切かつ充実した取組みとなるよう調整を図っていきます。

（２）計画の公表

点検及び評価並びに見直しについては、広く住民に公表して、

知を図るとともに、意見や要望等を集約し、取組みに反映するよう努めます。


資料

１．委員名簿
南砺市次世代育成支援行動計画地域協議会委員名簿（五十音順）
	区　分
	氏　名
	役　職　名

	会　長
	水上　 成雄
	旧城端教育長（市議会議員）

	副会長
	木俣　　 修
	福野青葉幼稚園長

	委　員
	安達　　 功
	安達建設㈱代表取締役

	委　員
	岩井　　 透
	中学校校長会長

	委　員
	梅野　 靖子
	保育園父母の会

	委　員
	大塚　 千代
	南砺市連合婦人会長

	委　員
	沖田　 孝夫
	小学校校長会長

	委　員
	斉藤 喜八郎
	北陸部品㈱代表取締役社長

	委　員
	斉藤 　昌英
	南砺市社会福祉協議会長

	委　員
	澤田 ふみ子
	南砺市母子保健推進員連絡協議会長

	委　員
	塚田 　春美
	南砺市保育士会長

	委　員
	得能 　金市
	南砺市民生委員・児童委員協議会長

	委　員
	戸田 　鉄男
	男女共同参画推進員南砺市連絡会長

	委　員
	中藪 　淳一
	南砺市自治振興会連絡協議会長

	委　員
	西部 　重世
	南砺市公民館連合会長

	委　員
	野原 　修実
	南砺市ＰＴＡ連絡協議会理事（利賀地域児童生徒育成会）

	委　員
	野村 　正和
	南砺市児童クラブ連合会長

	委　員
	前田 　光子
	南砺市主任児童委員代表

	委　員
	水野 　敬一
	南砺市ＰＴＡ連絡協議会長（井波中学校育友会）

	委　員
	山﨑 　明美
	南砺市母親クラブ連絡協議会長


南砺市次世代育成支援行動計画庁内ワーキンググループメンバー（順不同）
	氏　名
	役　職　名

	中嶋 真知子
	市長政策室企画情報課企画統計係長

	酒井　 啓行
	教育委員会教育総務課学務係長

	中山　 春美
	教育委員会生涯学習スポーツ課生涯学習係長

	梅原　　 学
	民生部福祉課社会福祉係長

	納村　 昇行
	民生部福祉課障害福祉係長

	井幡　 秋美
	保健センター所長

	柴田　 芳雄
	民生部健康課保健係長

	朝日奈 孝志
	民生部住民環境課生活安全係長

	山田　 修弘
	民生部住民環境課環境衛生係長

	上坂　 　孝
	建設部土木課道路係長

	池田　 　守
	建設部都市計画課建築住宅係長

	鳥越　 知証
	民生部児童育成課保育園係長

	岩倉　 好美
	民生部児童育成課児童福祉係長


２．用語集
●子ども、児童、若者
「子ども」の範囲を表す類似の言葉に、「乳幼児」、「児童」、「若者」などがあります。これらの言葉がさす範囲は法律等によって異なりますが、本文中では以下のような範囲を指す言葉として扱います。なお、後期計画では、「子ども」を概ね0歳から概ね18歳までを指す言葉として使っています。

子どもに関する言葉の範囲
	言　葉
	範　　囲
	参　考

	乳　児
	満１歳に満たない者
	児童福祉法

	幼　児
	満１歳から小学校就学始期に達するまでのもの
	

	少　年
	小学校就学から満18歳までの者
	

	児　童
	０歳以上18歳未満の者

（乳児、幼児、少年を合わせたもの）
	

	若　者
	思春期（中学生から概ね18歳まで）と

青年期（18歳から概ね30歳まで）を合わせたもの
	青少年育成
施策大綱


●次世代育成支援対策推進法
平成15年７月に、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境の整備を進めるために「次世代育成支援対策推進法」が制定されました。この法は、国、地方公共団体、事業主及び国民の責務を明らかにし、地方公共団体に対しては市町村行動計画及び都道府県行動計画を、301人以上（平成23年４月以降は101人以上）の従業員のいる企業に対しては、「一般事業主行動計画」の策定を義務付けるものです。前期計画の計画期間は、平成17年～21年の5年間でした。
「後期行動計画」は、前期計画の成果をもとに、さらにこの5年間の環境の変化等も踏まえながら、平成22年～26年の期間に南砺市が取り組む次世代育成支援対策を定めるものです。
●次世代育成支援対策推進協議会
各地方公共団体における、「次世代育成支援対策推進行動計画」の策定と推進のために設置することが法で定められた協議会です。

●要保護児童、要支援児童
どちらも「児童福祉法」で定められている言葉で、要保護児童は、「保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる児童」を指し、要支援児童は、要保護児童以外の「保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童」を指します。
具体的には、要保護児童としては社会的養護が必要な子どもや虐待を受けた子ども等、要支援児童としては障がいをもった子どもなどを指して用いられることが多くあります。
●発達障がい者（児）支援
発達障がい者（児）支援とは、発達に障がいをもつ子どもを対象に、生涯にわたる成長を見据えて、その人にあわせた日常生活または社会生活に必要な学習、運動、言語、社会性の発達を支援することをさします。
平成17年4月に施行された「発達障害者支援法」により、発達障がいをもった方への支援の法的な環境が整い、就学前、就学後、若者など、それぞれの年齢における発達障がいの早期発見と早期支援を含む支援体制の整備と充実が進められています。
●ワーク・ライフ・バランス
仕事（ワーク）と生活（ライフ）の調和（バランス）をさす言葉で、仕事だけでなく家庭や地域などでの生活も重視しながら、豊かな暮らしを実現していこうとする考え方です。
具体的には、企業・事業所における、長時間労働への対策、休暇の取得促進、出産・育児に関わる休暇や短時間勤務などの制度の整備・活用といった取組みが行われています。
取組みの性質から、企業・事業所の理解と協力が不可欠ですが、同時に働く人一人ひとりの働き方の見直しや改善といった取組みも進めていく必要があります。
●ファミリーサポートセンター
「ファミリーサポートセンター」は、乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者や主婦などを会員として、育児の援助を「受けたい」人と「行いたい」人との助けあい活動に関する情報を提供する拠点を整備する、厚生労働省の事業です。
●子ども家庭支援センター（子育て支援センター）
「子ども家庭支援センター」は、児童福祉法の児童家庭支援センターの機能である子どもや家庭に関する総合相談、ショートステイや一時保育など在宅サービス事業の提供や、地域子育てを支援するために交流の場や機会を提供する拠点で、各自治体が実施主体の事業です。

●地域スポーツクラブ
「地域スポーツクラブ」とは、生涯スポーツ社会の実現に向けて、子どもから高齢者まですべてのスポーツを愛好する人々が参加できる場として、学校施設や公共スポーツ施設を活用して提供しようとする文部科学省の事業です。
既存の施設を有効に活用しながら、地域のあらゆる年齢の人びとが参加できるような健康増進事業の環境整備が期待されています。
●一時預かり事業

保育園を利用していない家庭において、保護者の疾病や災害などにより、一時的に家庭での保育が困難となる場合や保護者の心理的・身体的負担等を軽減するために、保育園において児童を一時的に預かる事業です。
●特定保育事業

保護者の就労、職業訓練、通学（趣味的なものは除く）等の理由により、断続的に家庭の保育が困難となる児童を対象に保育を実施します。
●子育てサロン

乳幼児をもつ親が子どもと一緒に気軽に集い、子どもを遊ばせながら互いの不安や悩みを語りあっています。情報交換や仲間づくりを行いながら、子育ての孤立感を解消する学習・交流の場です。
●放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）
保護者が仕事等により昼間、家庭が留守になる児童（低学年の児童で概ね小学校１～３年生）に遊びと生活の場を与え、その健全な育成を図る事業です。一般的には、学童保育といわれています。
●児童館

児童館は、児童福祉法第40条により定められている児童福祉施設であり、子どもに健全な遊びを提供して、その心身の健康を増進し情操を豊かにすることを目的に設置されています。
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出生数及び合計特殊出生率の年次推移





平成17年


最低の出生数


1,062,530人


最低の合計特殊


出生率：1.26





平成20年


出生率：1,091,150人


合計特殊出生率：1.37





1.57ショック


（平成元年）


合計特殊出生率：1.57





ひのえうま


(昭和41年)


最低の出生率：


　　　　　1,360,974人





基本理念





第２次ベビーブーム


(昭和46～49年)


最高の出生率：


　　　　　2,091,983人





基本理念





①親の就労と子どもの育成の両立を支える


支援





○就業希望者を育児休業と保育（あるいはその組合せ）で切れ目なくカバーできる体制、仕組みの構築





○そのための制度の弾力化（短時間勤務を含めた育児期の休業取得方法の弾力化、家庭的保育など保育サービスの提供手段の多様化）





○保育所から放課後児童クラブへの切れ目のない移行





②すべての子どもの


健やかな育成を支える


対個人給付・サービス





○一時預かりをすべての子ども・子育て家庭に対するサービスとして再構築（一定のサービス水準の普遍化）





○子育て世帯の支援ニーズに対応した経済的支援の実施





③すべての子どもの


健やかな育成の基盤


となる地域の取組み





○妊婦健診の望ましい受診回数を確保するための支援の充実





○各種地域子育て支援の面的展開（全戸訪問の実施、地域子育て支援拠点の整備）





○安全・安心な子どもの放課後の居場所の設置





○家庭的な環境における養護の充実など、適切な養育を受けられる体制の整備





仕事と生活の調和を推進し、結婚や出産・子育て


を支える給付・サービスの考え方











包括的な次世代育成支援の枠組みの構築





企業と働く者


協調して生産性の向上に努めつつ、職場の意識や職場風土の改革とあわせ、働き方の改革に自主的に取り組む





基本的


な視点





最低の婚姻率


平成(16,17)年


婚姻率：5.7








南砺市 次世代育成支援行動計画【後期】


　　　～子どもたちの明るい未来をともに築き、


　　　　　　子育ての喜びや夢を分かちあうまちづくり～
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公　表





評　価





（人/世帯）





（世帯）





【車の両輪】


・仕事と生活の調和の実現


・包括的な次世代育成支援の枠組みの構築





少子化社会対策基本法





少子化社会対策大綱





改　善





後期行動計画





見直し





前期行動計画





《基本目標４》


地域の優しいまなざしに見守られて、子どもたちが安全に育つまちづくり





《基本目標３》


南砺の風土、自然、文化のなかで、子どもたちが健やかに育つまちづくり





《基本目標２》


子育てと仕事の両立を支援し、安心して働けるまちづくり











※　　　　　は、行動計画策定指針の改正で修正が加えられた項目





７．子ども等の安全の確保


　　①子どもの交通安全を確保するための活動の推進


　　②子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進


　　③被害に遭った子どもの保護の推進





《基本目標４》


地域の優しいまなざしに見守られて、子どもたちが安全に育つまちづくり





６．子育てを支援する生活環境の整備


　　①良好な居住環境の確保


　　②安全な道路交通環境の整備


　　③安心して外出できる環境の整備


　　④安全・安心まちづくりの推進等





５．子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備


　　①次代の親の育成


　　②子どもに生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備


　　③家庭や地域の教育力の向上


　　④命の大切さや家庭の役割等への理解





《基本目標３》


南砺の風土、自然、文化のなかで、子どもたちが健やかに育つまちづくり





４．母性と乳幼児等の健康の確保


　　①子どもや母親の健康の確保


　　②食育の推進


　　③思春期保健対策の充実


　　④小児医療の充実





少子化対策プラスワン





社会保障国民会議最終報告





５つの安心プラン　③未来を担う「子どもたち」を守り育てる社会





「新待機児童ゼロ作戦」について





３．職業生活と家庭生活の両立


　　①保育サービスの充実


　　②多様な働き方の実現と男性の子育て参加


　　③仕事と子育ての両立の支援


　　④子育てを支援する企業意識の普及





《基本目標２》


子育てと仕事の両立を支援し、安心して働けるまちづくり





企業





●仕事と子育ての両立支援


●職場体験などへの協力など





学校など





●家庭と地域の支援


●子どもの学力向上


●心身の健やかな成長に資する教育など





国・地方公共団体


国民運動を通じた気運の醸成、制度的枠組みの構築や環境整備などの促進・支援策への積極的な取組み、地域の実状に応じた展開





関係者が果たすべき役割





○就業率（②、③にも関連）


＜女性（25～44才）＞


64.9％ → 69～72％


＜高齢者（60～64才）＞


52.6％ → 60～61％


○フリーターの数


　187万人→144.7万人以下








○週労働時間60時間以上の雇用者の割合


　10.8％ → 半減


○年次有給休暇取得率


　46.6％ → 完全取得





○第１子出産前後の女性の継続就業率


　　38.0％ → 55％


○育児休業取得率


　（女性）72.3％→80％


　（男性）0.50％→10％


○男性の育児・家事関連時間


　（６歳未満児のいる家庭）


　60分／日 → 2.5時間／日





子ども・若者・家庭





社会全体としての進捗状況を把握・評価し、政策に反映





国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会





①就労による経済的


自立が可能な社会





②健康で豊かな生活


のための時間が


確保できる社会





③多様な働き方・


生き方が選択


できる社会





各主体の取組みを推進するための社会全体の目標を設定


（代表例）





●あたたかい家庭づくり・家庭教育


●自立・コミュニケーション


●生活習慣など





地域





●子育ち・子育て支援の応援


●交通安全，犯罪被害から守るなど





２．要保護児童への対応などきめ細やかな取組みの推進


　　①児童虐待防止対策の充実


　　②ひとり親家庭等の自立支援の推進


　　③障がい児施策の充実





《基本目標１》


人と人との絆が育む、子育て家庭が暮らしやすいまちづくり





Ⅲ　地域からの視点


～温かいまなざしに見守られ、子育て支援の輪が広がるまちづくり～





～すべての子どもの健やかな育ちを支援する基盤づくり～





Ⅰ　子どもからの視点


～すべての子どもの健やかな育ちを支援する基盤づくり～








子どもたちの明るい未来をともに築き


子育ての喜びや夢を分かちあうまちづくり





《基本目標２》


子育てと仕事の両立を支援し、安心して働けるまちづくり





《基本目標１》


人と人との絆が育む、子育て家庭が暮らしやすいまちづくり





Ⅱ　保護者からの視点


～すべての子どもの健やかな育ちを支援する基盤づくり～





資料：住民基本台帳　４月1日現在





行政





●子どもを育成する政策立案


●子育て支援サービスの提供


●家庭や地域、企業との連携など





妊娠中に就業中だった人





第１次ベビーブーム


(昭和22～24年)


最高の出生率：


　　　　　2,696,638人





子育てをする上で、地域全体に望むこと（複数回答）





市への子育て支援策充実の要望（複数回答）





《基本目標１》


人と人との絆が育む、子育て家庭が暮らしやすいまちづくり





温かいまなざしに見守られ、子育て


支援の輪が広がるまちづくり


地域からの視点





安心して子どもを生み、子育てが


できる環境づくり


保護者からの視点





すべての子どもの健やかな育ちを


支援する基盤づくり


子どもからの視点











《基本目標４》


地域の優しいまなざしに見守られて、子どもたちが安全に育つまちづくり





《基本目標３》


南砺の風土、自然、文化のなかで、子どもたちが健やかに育つまちづくり





《基本目標２》


子育てと仕事の両立を支援し、安心して働けるまちづくり





《基本目標１》


人と人との絆が育む、子育て家庭が暮らしやすいまちづくり





７．子ども等の安全の確保





６．子育てを支援する生活環境の整備





５．子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備





４．母性と乳幼児等の健康の確保





３．職業生活と家庭生活との両立





２．要保護児童への対応などきめ細やかな取組みの推進





１．地域における子育て支援





基本施策





基本目標





《基本目標４》


地域の優しいまなざしに見守られて、子どもたちが安全に育つまちづくり





《基本目標３》


南砺の風土、自然、文化のなかで、子どもたちが健やかに育つまちづくり





資料：住民基本台帳　４月１日現在





資料：住民基本台帳　４月１日現在





資料：人口動態統計





「子どもと家族を応援する日本」重点戦略





（いずれも　現状 → 10年後）











資料：人口動態統計





１．地域における子育て支援


　　①地域における子育て支援サービスの充実


　　②子育て支援のネットワークづくり


　　③児童の健全育成


　　④その他





基本施策





仕事と生活の調和（ﾜｰｸ・ﾗｲﾌ・ﾊﾞﾗﾝｽ）憲章


仕事と生活の調和推進のための行動指針





資料：住民基本台帳　4月１日現在





資料：児童育成課（３月31日現在）





基本目標





資料：住民基本台帳　４月１日現在





平成17年　　 18年　　　　 19年　　　　 20年








仕事と生活の調和が実現した社会の姿





平成17年　　　 18年　　　　19年　　　　　20年





出生数及び合計特殊出生率の年次推移





婚姻件数及び婚姻率の年次推移





資料：教育委員会（５月１日現在）





新しい少子化対策について





次世代育成支援対策推進法





地方公共団体、


企業等における


行動計画の策定・実施





（2005（平成17）年度～09（平成21）年度）





子ども・子育て応援プラン





仕事と子育ての両立支援等の方針（待機児童ゼロ作戦等）





（2000（平成12）年度～04（平成16）年度）





少子化対策推進基本方針





新エンゼルプラン





（1995（平成７）年度～1999（平成11）年度）





緊急保育対策等５か年事業





＋





エンゼルプラン





1990（平成２）年　　　　　　　＜1.57ショック＞　　＝　　少子化の傾向が注目を集める








1994（平成６）年12月








1999（平成11）年12月











1999（平成11）年12月








2001（平成13）年７月





2002（平成14）年９月








2003（平成15）年７月








2004（平成16）年６月








2004（平成16）年12月








2005（平成17）年４月








2006（平成18）年６月








2007（平成19）年12月























2008（平成20）年２月





2008（平成20）年７月





2008（平成20）年11月











妊娠中に専業主婦


または無職だった人





資料：国勢調査





資料：国勢調査





子育てをするなかでの希望する支援・対策（複数回答）











⑨　仕事と生活の調和実現の視点


・企業等と連携し、創意工夫のもとに、仕事と生活の調和を実現する施策を展開する必要がある








①　子どもの視点


②　次代の親づくりという視点


③　サービス利用者の視点


④　社会全体による支援の視点


⑤　すべての子どもと家庭への支援の視点


〔記述の追加〕


　　社会的養護体制の質・量の確保


⑥　地域における社会資源の効果的な活用の視点


⑦　サービスの質の視点


⑧　地域特性の視点








後期計画策定の基本的視点





①　地域における子育ての支援 【地域子育て支援】


②　母性並びに乳児等の健康の確保及び増進 【保健】


③　子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 【教育】


④　子育てを支援する生活環境の整備 【生活環境】


⑤　職業と家庭との両立の推進 【仕事と家庭の両立支援】


⑥　子ども等の安全の確保 【安全対策】


⑦　要保護児童への対応などきめ細かな取組の推進 【要保護児童対策】








市の子育て支援サービスの利用希望





（％）





妊婦検診の受診回数





妊婦検診の受診





幼稚園在園者、小学校児童、中学校生徒数の推移





保育園児数の推移





女性就業者数と就業率の推移





（％）





（人）





（％）





資料：住民基本台帳　4月１日現在





出生数と出生率の推移





離婚件数、離婚率の推移





婚姻件数、婚姻率の推移





（人）





（人）





点　検





資料：厚生労働省「人口動態統計」。注：1947～1972年は沖縄県を含まない。





南　砺　市


次世代育成支援行動計画


【後　　期】





随時実施











250





300





昭和22





25





30





35





40





45





50





55





60





平成2





7





12





20（年）





出





生





数





（





万





人





）





0











1











2











3











4











5





合





計





特





殊





出





生





率





出生数（万人）





合計特殊出生率

















平成22年　　　 23年　　　　 24年　　　 　25年　　　 　26年





推計児童数の推移





人口推計の推移





平成21年　　22年　　　 23年　　　24年　　　25年　　　26年





幼稚園在園者、小学校児童、中学校生徒数の推移





産業別就業者率の推移





高齢化率の推移





15歳未満の子どもの数の推移





出　　生　　数　　（　万　人　）





婚姻件数及び婚姻率の年次推移





最低の婚姻率


(平成16.17年)


婚姻率：5.7





出生数と出生率の推移





婚姻件数、婚姻率の推移





1.57ショック


(平成元年)


合計特殊出生率：1.57





平成16年　　17年　　　18年　　　19年　　　20年





平成17年　　　　18年　　　　19年　　　　　20年





平成2年　　 　　7年　　　　　12年　　　　　17年





離婚件数、離婚率の推移





【次世代育成支援対策推進法】


国が定める指針に即して、自治体、企業が行動計画を策定し、10年間の集中的・計画的な取組みを推進





子どもたちが


朗らかで健やかに


育つ家庭





＜国＞


指針策定：


計画に基づく取組みの支援





＜事業主＞


行動計画：


過大な負担がなく、安心して働ける雇用環境の整備





＜都道府県・市町村＞


行動計画：


地域子育て機能の充実等





＜市民＞


一方的なサービス受給者にとどまらず、地域のなかで自治体や企業と協同して子育て支援を推進する主体者











